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東京大学医学部附属病院

看護師特定行為研修の開講
東京大学医学部附属病院では、看護師特定行為研

修を病院を挙げて取り組むべき事業と位置づけ、
2019 年からその準備にあたってきた。当院は、高
度急性期医療、特に周術期医療や重症集中医療に強
みをもつ病院である。高い水準の教育内容を提供で
きること、また研修を修了した看護師の当院におけ
る活躍の場やニーズを考慮し、術中麻酔管理領域
パッケージによる研修を行っている。

2020 年 10 月 1 日より看護師特定行為研修を開講
しており、2020 年度は 4 名が受講をしている。研
修は、すべての特定行為区分に共通する「共通科目」
と、各特定行為に必要とされる能力を身につけるた
めの「区分別科目」に分かれ、講義・演習・実習・
試験によって行われる。当院での共通科目・区分別
科目は、学習の時間・場所を問わない e- ラーニン
グを主とし、定期的に指導者と受講者が集まる集合
研修を組み合わせることで、受講者が効率よく学習
を進めることができるようにカリキュラムを作成し
た。

職種を超えた教育・研修体制の構築
看護師特定行為研修を通して

教育

もっと詳しく▶　東京大学医学部附属病院　https://www.h.u-tokyo.ac.jp/soken/nurse/

幅広い診療科（部）の医師が研修に協力
東京大学医学部附属病院における看護師特定行為

研修の魅力は、指導者として、循環器内科や呼吸器
内科から臨床倫理センターや緩和ケア診療部など、
幅広い診療科（部）の指導者が協力していることで
ある。共通科目の集合研修では、17 の診療科（部）
の計 28 名の医師が看護師特定行為研修の指導者と
して関わっており、いずれも各学会認定の指導医・
専門医資格を有し、医学部・研修医教育においても
分かりやすい指導・教育に定評のある指導者である。
このような各分野の専門家が、自身の診療経験を踏
まえて看護師特定行為研修の指導に当たっており、
病院全体としてこの研修事業に取り組む姿勢がみら
れる。

そして、この事業が発端となって、医師が看護師
や他のメディカルスタッフを、逆に看護師や他のメ
ディカルスタッフが医師を教育し、共に学習し成長
していく教育・研修体制を築いていきたい。

講義風景 演習風景

教 

育
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滋賀医科大学医学部附属病院

滋賀県医師キャリアサポートセンター
滋賀県の地域医療支援センターとしての機能を

担っており、地域医療に従事する医師の確保・定着
を図るため、2012 年に県と滋賀医科大学が共同で
設立した組織で、センターでは県奨学金貸与者の面
談や、総合相談窓口設置による女性医師等の就労支
援などに取り組んでいる。

2020 年 4 月から、キャリア形成プログラム策定
と対象医師等の継続的なキャリア形成支援体制を強
化した。

卒前卒後のシームレスな連携のため組織拡充
１．‌�専任医師 1 名、事務職員 1 名を増員し、それぞ

れ計 2 名、計 3 名となった
２．‌�卒前 / 卒後でキャリアサポートを担当する教員

および医師をそれぞれ配置
３．‌�年 10 回の運営会議を開催。県担当者、女性医

師ネットワーク会議会長、男女共同参画推進室
長、大学・病院事務担当等が出席し情報共有

キャリア形成を支援する体制の整備
入学から初期・専門研修まで、卒前卒後のシーム
レスなキャリア形成支援体制の拡充

教育

もっと詳しく▶　滋賀県医師キャリアサポートセンター　https://www.shiga-med.ac.jp/~ishicsc/

入学早期からの学生サポートの充実
学生の頃から現場で働く医師の話を聞く機会や地

域医療の現場に触れる機会を作ることで、地域医療
への興味を持たせる。
・�先輩医師から体験談とキャリア形成のアドバイス

を聞く懇談会を年 4 回程度開催
・�学生と地域をつなぐ地域実習研修会・交流会を年

2 回開催
・�入学早期に県内 3 か所の地域医療教育研究拠点病

院の病院見学を実施

若手医師への充実したキャリア形成サポート
・�県内病院の医師充足状況を把握・分析したうえで、

若手医師の県内基幹病院循環型研修を軸とした
「医師キャリア形成支援プログラム」をほぼ全診
療科で作成

・�男女共同参画推進室とも連携し、女性医師の産休
育休からの臨床現場復帰を支援するスキルズアッ
ププログラムを実施

・卒後も継続して面談を実施しキャリア形成支援
※面談対象者：現在…110 名～今後増加～
　　　　　　　　　　→ 2034 年度には 225 名

・�若手医師の縦と横の繋がりを強化するため、
OB・OG 会を設置

キャリサポ懇談会の様子

教 
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大阪大学医学部附属病院

大阪大学では、2011 年度より従来の卒業試験を
廃止し、臨床実習の総括試験（Post-CC OSCE）を
導入した。これは、卒業前の学生の到達度を総合的
に評価するためには、筆記試験を主体とした従来の
試験ではなく、より臨床現場に則した内容での試験
にすべきであるとの考えから導入されたものである。
総括試験は面接形式とし、内科 1、外科 1、その他
の分野 1 の計 3 科目で開始し、2014 年度より心音、
呼吸音を評価するシミュレータを用いて鑑別診断を
問う科目も導入した。本試験は、病棟回診や症例検
討会において、学生が初診患者をプレゼンテーショ
ンする状況を想定している。すなわち、コンピュー
ター画面上に、病歴、血液検査、画像データが順次
提示され、それをもとに検査所見、鑑別診断、治療
法、疾患のメカニズムを述べる方式である（右図）。
各科目の試験時間は 10 分とし、知識、態度、思考
能力をもとに各科目を 4 段階で評価し、試験が終了
した段階ですべての科目の評価をもとに、最終的な
合否を判定した。

試験官は原則として各診療科の講師以上とした。

試験後のアンケート調査では、「本試験は総括試験
の目的を達成しているか」の問いに対しては 94％
の教員が、また「本試験は総括試験としての意義が
あるか」との問いに対し 86％の学生がいずれも肯
定的な回答をしている（下図）。2020 年度より、共
用試験実施評価機構の課題を用いた Post-CC OSCE
が正式に導入された。大阪大学ではこれらの課題に
対応しながら、大学としての特徴を持った独自の課
題をいかにして継続させていくかを検討中である。

Post-CC OSCE の構築
卒業試験の廃止と Post-CC OSCE の導入

教育

もっと詳しく▶　大阪大学医学部附属病院卒後教育開発センター　https://www.hosp.med.osaka-u.ac.jp/home/sotsugo/

Post-CC OSCE の実施風景
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徳島大学病院

看護師特定行為研修センターの設置
徳島大学病院は、2020 年 2 月徳島県初の特定行為

研修指定研修機関となり、翌 3 月には院内に研修と
特定行為実践を管理・運営する看護師特定行為研修
センターを設置した。センターの主な役割として①
特定行為研修の円滑な実施と管理運営、②修了者の
臨床における安全で円滑な特定行為実践の支援・調
整である。センターには教育と臨床に通じた認定看
護師、専門看護師である専任看護師を 2 名配置する
ことにより、実践により近い研修体制を実現してい
る。あわせて、本院の特定行為研修の特徴としては、
ほぼ全ての診療科医師等が共通科目、区分別科目指
導を担当することにより、最新の臨床に即した研修
を行っていることである。多くの診療科が関わるこ
とにより、研修修了後の特定行為実践において理解
が深まり、将来多くの修了生が臨床で活躍する体制
整備に寄与している。また、事務をキャリア形成支
援センター等を所掌する総務課専門研修係において
行うことにより複数のキャリア形成を行うセンター、
部署の横貫を行い組織連携強化が実現している。

特定行為研修修了者の活躍による医師のワーク
シフトへ

臨床において安全、かつ迅速に特定行為実践を行
うため、診療科、安全管理、患者支援等を担当する
関係部署により構成する「専門部会」を設置し、特
定行為実践について各種検討・決定を行う体制を整
備している。特定行為研修修了者による特定行為実
践は病院長による許可制とし、本院では「特定看護
師」と称し、ユニフォームの区別化を行っている。
特定行為は診療の補助ではあるが、行う行為を特定
し、定められた手順書に則り医師の判断を待つこと
なく患者対応が可能となることから、医師の働き方
改革の一助になる。そのためには多くの特定看護師
が活躍することが必要だが、特定行為を「修める」
看護師のモチベーションが何より大切である。医師
のワークシフトを想定し特定看護師を育成すること
としているが、看護師の新たなキャリアとして特定
看護師が含まれることにより、目指すキャリア像が
増え、スペシャリストのみならずジェネラリストの
看護師のモチベーションにも繋がると考えている。

多職種キャリア形成支援体制の構築
特定行為研修体制の構築とキャリア形成支援に関
係する組織との連携強化

教育

教 
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香川大学医学部附属病院

背景
香川大学医学部附属病院は 2020 年度に、院内の

教育支援部門である「臨床教育研修支援部」の体制
強化として、医師のワークシフトへの寄与を視野に
入れた特定行為研修センターの設置と、全職員への
教育管理を行う臨床教育研修管理室の業務範囲の拡
大を行った。

特定行為研修センターの設置・運用開始
特定行為研修センターを 2019 年 12 月に設置し、

2020 年 4 月に厚生労働省の特定行為研修指定研修
機関の指定を受け、特定行為研修として、在宅・慢
性期領域、外科術後病棟管理領域、術中麻酔管理領
域の 3 つのパッケージとして開講した。この研修方
法のもと、領域別に研修を行うことにより研修時間
を削減し、効率的に学ぶことが可能になった。

また、研修修了後の看護師が、現場で安全に特定
行為ができるように、業務管理の機能も備えること
とした。2020 年度には 1 人の受講者を迎え、外科
術後病棟管理領域の研修が開始された。

2020 年 12 月には、「気管カニューレの交換」「末

梢留置型中心静脈用カテーテルの挿入」の OSCE
が実施された。その合格をもって病院実習が開始さ
れることとなり、年度末での講習修了を目指してい
る。同センターに於いては、研修内容の準備と研修
結果の管理を行う特定行為研修管理委員会と、実務
として行う段階になったとき、これを管理するため
の特定行為業務管理委員会を設置し、運用を開始し
ている。

全職員への教育体制の完全 e-learning 化
全職種への教育は 2019 年度までは、１．対面の

講習、２．それを録画したコンテンツを元にしたビ
デオ講習、３．e-learning（EL）の 3 形態で行って
いたが、今般のコロナ禍に於いて、EL の実施以外
は困難となった。そこで、既に運用していた電子カ
ルテネットワーク内の EL システムに加え、全学関
係者が利用できる EL システムにも病院全職員用の
教育コンテンツをアップロードした。これにより、
受講する場所が限定されなくなり、対面講習で問題
になっていた時間外勤務を発生させずに、概ね
100% の受講率を維持している。

ただし、全学の EL システムは、学生講義にも使
用されており、そのシステム負荷は導入時の想定を
大きく上回り、充分に動画等が視聴できない状況が
発生した。これに対しては、情報メディアセンター
が中心となり、クラウドの基盤システムのリソース
配分を調整することにより、システムの安定稼働を
見いだした。教育に於いての IT インフラ整備の重
要性を再認識する状況であった。

教育内容については、安全講習・専門医研修・研
究倫理講習などで必要な条件を満たすように、臨床
教育研修管理室が中心になり、各種研修を担当する
部門間で調整を行い、受講の効率化を図っている。

多職種教育のための体制整備
特定行為研修体制と、全職員への教育体制の構築 
－運用開始後の状況－

教育

もっと詳しく▶　http://www.med.kagawa-u.ac.jp/hosp/

OSCE 実施状況（気管カニューレの交換）
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愛媛大学医学部附属病院

県内初の研修機関指定と研修生受入れ状況
当院は、2020 年 8 月、厚生労働省から県内最初

の看護師特定行為研修指定研修機関として指定を受
け、同年 10 月から 5 名の第 1 期研修生を迎え研修
を開始した。地域医療や県内の急性期病院のニーズ
に対応するため、「呼吸器（気道確保に係るもの）
関連」「呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連」「創
傷管理関連」「栄養及び水分管理に係る薬剤投与関
連」の 4 つの特定行為区分を開講している。

愛媛県は東予、中予、南予の大きく 3 地域に分け
られるが、当院はその中間地点である中予に位置し
ていることから、県内全域から研修生の受入れが容
易であり、1 期生も東予 2 名、中予 2 名、南予 1 名
と全地域から集まっている。

また、認定看護師や在宅領域を担う訪問看護師な
ど勤務先で特定行為の実践が期待できる研修生が揃
い、当院の特定行為研修により、県内全域に専門性
の高い看護師を輩出することが可能であると考えて
いる。

研修生への配慮について
共通科目、区分別科目の講義は e ラーニングによ

り実施することで、時間、場所を選ばず受講が可能
であり、フルタイムで勤務を続けながら研修を受け
ることができる。

また、各科目ごとに必要な演習、実習は当院で実
施しているが、研修生と日程調整の上、できるだけ
実施機会を集約することで、研修生の業務に支障が
出ないように配慮している。

そして、演習、実習時には、認定看護師の資格を
持つ当院看護師が医師（講師）と研修生の間に入り、
研修をサポートすることで、円滑な研修運営に努め
ている。

今後の展望
高齢化による在宅医療の需要増加、病床偏在によ

る医療提供状況の格差を抱える愛媛県にとって、地
域の医療現場において高度な知識、技能を持ち特定
行為を実践できる看護師を育成することは急務と
なっている。

地域のニーズによる特定行為区分の拡充も検討し
ながら、今後も特定行為研修を通じて県内看護師の
人材育成と地域医療に貢献していく。

地域医療に貢献する看護師の育成
看護師特定行為研修の開始

もっと詳しく▶　愛媛大学医学部附属病院　https://www.hsp.ehime-u.ac.jp/

教育

開講式　集合写真

当院での研修風景

教 

育
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琉球大学病院

琉球大学病院では、離島や僻地を含めた県内各地
の病院で活躍できる若手医師の養成につながる初期
研修プログラムや各専門研修プログラムへの応募の
増加を図るため、地域の研修病院の要望を踏まえ、
これまでのたすき掛けプログラムを拡充した地域連
携コースを新たに整備した。また、研修病院及び診
療所、保健所との連携を綿密に図り、研修病院、施
設を行き来できるように協力体制を強化した。

琉球大学病院の初期臨床研修プログラム拡充と
地域との連携強化
１．‌�基本プログラムと小児・周産期プログラムの 2

つのプログラムの中に、ニーズに応じて県内複
数の病院をローテーション可能な自由選択コー
スと、県内の研修病院とのたすき掛け研修を行
う地域連携コースを新たに整備した。

２．‌�初期研修後の専門研修にスムーズに進めるよう
に各診療科等と連携し、院外の研修医を積極的
に受け入れるよう取り組んでいる。

３．‌�医学生との面談、研修医教育（レクチャー、カン
ファレンス）においてオンラインや e-learning 
を積極的に活用していく。

４．‌�県や県医師会、各研修病院とも連携し、医学部
構内に開設したおきなわクリニカルシミュレー
ションセンターを活用し、県全体で研修医を育
成する企画（沖縄県医療人育成事業）を継続的
に行っている。

５．‌�県内の研修病院群と連携し臨床研修指導医養成
を積極的に行う。

６．‌�沖縄県地域医療支援センターとも連携し、地域
枠出身の研修医の受け入れやキャリア支援のサ
ポートも行う。

総合臨床研修・教育センター　多目的室
研修医向けのレクチャー、研修医によるケースカンファレ
ンス、医学生との面談の場として活用。
状況に応じてオンラインでの配信や面談も行っている。

全県的に研修医教育を行う体制の強化
地域で活躍できる若手医師育成のための研修プロ
グラムの拡充と地域との連携強化への取り組み

教育

もっと詳しく▶　琉球大学病院総合臨床研修・教育センター　https://sotsugo.skr.u-ryukyu.ac.jp/center/

おきなわクリニカル 
シミュレーションセンター 
医療系学生および医療者を対象とした 
シミュレーション教育のプログラム開発・ 

実践・研究 

沖縄県地域医療支援 

センター 
 
 

キャリア支援センター 

琉球大学病院 

県立病院群 
(初期・専門研修) 

臨床研修病院群 

プロジェクト 
群星沖縄 

(初期・専門研修) 

沖縄県 沖縄県医師会 

連携 

連携 
研修医ローテーション 
指導医養成セミナー等 

協力 

地域枠出身医師のキャリア形成支援 
医師不足病院等の医師確保の支援等 

委託 

卒後教育における琉球大学病院と県内医療機関・県・医師会との連携 

沖縄県医療人育成事業 
(全県単位の医師育成) 

各診療科 
各診療部 

連携 

臨床研修センター 
（初期研修） 

総合臨床研修・教育センター 

専門研修 多職種研修 

教 

育
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オンライン妊婦健診
2020 年 2 月 28 日に北海道で緊急事態宣言が出さ

れたとき、北海道大学では直前に道東の弟子屈町で
遠隔妊婦健診・診療のシステムを整備したところで
あった。COVID-19 への不安が増す中で、行政や企
業の協力も得て妊婦の感染機会をできる限り減らす
べく北海道大学病院での遠隔妊婦健診・診療システ
ムを急ピッチで構築した。未知のものに対する不安
から現場・行政・大学・企業が同じ方向を向き構想
からわずか 8 日後の 3 月初旬からオンライン妊婦健
診・診療を開始し約 4 か月間で延べ 77 名の妊婦に
遠隔妊婦健診・診療を実施した。大規模な遠隔妊婦
健診は日本で初めての試みであり、短期間ではあっ
たが事故なく運用することができたことから、
COVID-19 の感染リスクを減らすために有用な診療
形態であった。

妊婦の意識
オンライン妊婦健診経験者への意識調査では、上

に子どもがいる経産婦にニーズがあるものの、初産
婦にとっては超音波検査の無いオンライン妊婦健診
のニーズは低いことがわかった。さらに、医療者は
病院から遠方に住む方ほどオンライン妊婦健診の満
足度が高いであろうと考えていたが、実際は遠方か
否かは関係なく COVID-19 の感染拡大がなければ
初産婦はしっかり妊婦健診に来たいと考えている方
が大半であった。これらの意識調査をもとに、持続
的に必要とされる遠隔医療の形態を再考することと
なった。

ポストオンライン診療としてのアプリケーショ
ン開発

妊娠の自己管理は病院が主導するのではなく、自
己管理できる体制を構築することとした。科学技術
振興機構の北海道大学 COI プログラム『食と健康
の達人』拠点と共同で、妊婦の自己管理を促すアプ
リケーション「うごいた」を作成した。これまで数
週おきの健診ごとの測定で断続的だった血圧、体重
などのデータを連日測定・記載してもらうことで、
医療者も妊婦も異常に気付きやすくなるという状況
をつくりだした。さらにこのアプリケーションには
病院からのメッセージや動画を送ることができる機
能があるので、受診時に必要となる説明を受診前に
視聴することで診療にかかる時間を減らすこともで
きる。万が一新型コロナウイルス感染症に感染をし
ても、病院で妊婦のデータを確認できるため、オン
ライン診療にスムーズに移行することもできるよう
になった。

オンライン診療の応用
札幌市では新型コロナウイルス感染症の病床ひっ

迫のため緊急的に妊婦の自宅療養が認められる場合
もあった。経産婦では子どもの面倒を見る人がいな
いなど様々な事情で自宅療養を選択せざるを得ない
妊婦もおり、より安全に自宅療養できるようオンラ
イン診療によってわれわれが見守りするバックアッ
プ制度も構築している。また、当院は北海道で唯一
の「妊娠と薬の相談外来」を行っているのだが、オ
ンライン診療で実施できるように整備し、これまで
遠距離で受診をあきらめていた妊婦でも受診できる
体制を構築している。

北海道大学病院

COVID-19 拡大に対する試み
遠隔医療での感染防止対策 
大規模なオンライン妊婦健診の導入

診療

もっと詳しく▶　北海道大学病院　https://www.huhp.hokudai.ac.jp/

診 
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もっと詳しく▶　秋田大学医学部附属病院　薬剤部　https://www.hos.akita-u.ac.jp/di/

秋田大学医学部附属病院

個別化がん治療の臨床実装
分子標的治療薬の血中濃度を用いた医療技術の 
提供

診療

新規医療技術の提供
がんゲノム医療は、薬剤選択を主とするが、実際

に選ばれた抗がん剤を有効かつ継続的に使用するに
は、血液中の抗がん剤濃度をマーカーにした治療が
必要となる。

秋田大学医学部附属病院では、2021 年 1 月時点、
肺がん、血液がん、腎がん、大腸がん、乳がんなど
各がん種で使用される 20 品目の分子標的治療薬の
血中濃度をルーチンで測定し、日常診療の投与設計
に活用している。

医療の質向上と患者利点
この治療法は、早期寛解と寛解率の向上、副作用

による逸脱率の低下に繋がる（図 1）。一方で、測
定結果を時系列でみることが可能であり（図 2）、
患者の服薬状況や追加薬との相互作用を確認できる。
患者にも数値を見せることでアドヒアランス向上に
繋がる。投与初期の過剰投与を回避し、個々の患者
にとって最適な投与量で、抗がん剤治療を行うこと
で、医薬品費の抑制も図れる。

県内関連病院の患者に対しても本技術を提供して
いる。抗がん剤治療に難渋する症例など、その患者
の血液検体を送付頂き、解析結果を基に今後の投与
計画を立てている。

高齢者に優しいがん治療の提供
高齢者への治療を低用量から開始し、1 週間後の

値から増量か維持かを再考している。本治療法に
よって、有効性を最大限に引き出し、副作用発現リ
スクを軽減している。

医療技術を扱える医療人育成
特定薬剤治療管理料（TDM）が、診療報酬とし

て認められているが、TDM 実施にはターゲットと
なる血中濃度を明確にする必要がある。血中濃度を
用いた本治療法を、日常診療の中で前向きに臨床実
装している傍ら、若手医師の研究に利用されており、
症例数確保後に各薬剤のターゲット濃度を後向きで
算出している。これまでイマチニブやスニチニブの
診療報酬追加に貢献している。

さらにがんプロフェッショナル養成プランとも連
携し、本取り組みを介して、次世代がん専門医療人
を養成している。

図 1

図 2

診 
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もっと詳しく▶　秋田大学　http://www.hos.akita-u.ac.jp/

秋田大学医学部附属病院

最適な外科手術を支援する体制の整備
術中迅速免疫染色（R-IHC）の導入

診療

術中にリンパ節転移を探す

術中に悪性脳腫瘍を確実に診断する

術中迅速免疫染色症例の割合

秋田大学医学部附属病院では、術中迅速診断の精
度向上を目的に、本学と連携施設（秋田県産業技術
センター、神戸大学、北海道大学、岩手医科大学、
三重大学、弘前大学、千葉大学、仙台厚生病院）と
の共同研究によって開発された電解撹拌技術を応用
した術中迅速免疫染色を導入している。通常 2 時間
程度を要する免疫組織化学染色だが、本法を用いれ
ば約 20 分で全工程が完了する。当院では 2011 年
11 月から本法を術中迅速診断に導入し、現在まで
約 1000 症例を経験している。

迅速免疫染色の導入とこれまでの取り組み
画像診断や生検方法が進歩した現在でもなお、術

中に迅速病理診断が必要な症例が多い。組織型未確
診症例の良悪性の鑑別、切除断端、センチネルリン
パ節転移の有無など、最適な手術法の選択に必要な
病理情報を得る目的で、術中迅速診断が行われる。
また、悪性腫瘍でも組織型により治療法が全く異な
ることもある。迅速病理診断は HE 染色での診断が
基本だが、本法により腫瘍に関連する膜蛋白抗原や
核内抗原などを迅速に検出できるようになり、より
客観的で精度の高い病理診断が可能となった。脳腫
瘍、肺腫瘍、乳がんの手術症例を中心に本法を導入
している。肺腫瘍術中迅速診断における本法の有用

性に関する多施設共同研究をほぼ完遂した。また、
脳腫瘍においても同様の多施設共同研究が進行中で
ある。

診 

療
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群馬大学医学部附属病院では、高難度新規医療の
推進に加え、医療事故防止、病院ガバナンス強化、
チーム医療推進を目的に 2017 年に先端医療開発セ
ンターを設置した。医療事故を風化させることなく、
附属病院全ての職員の中に「安全医療の風土と文化」
を創り育てるため、院内の関連部署と連携して様々
な取り組みを推進している。

サーベイ・モニタリング制度
医師以外の多職種で構成されたサーベイヤーが医

事システムより抽出された高難度、先進医療など合
併症の可能性の高い症例のカルテのチェックを行う
制度で、高難度新規医療やハイリスク症例の審査症
例に対して行われる先端医療開発センター医師が行
うモニタリングとは、対象症例と抽出法が異なる。
主治医が新規医療として認識しないで行ういわゆる
グレーゾーンのスクリーニング体制の一つとして始
まった。新規医療として行っていた医師の異動によ
り申請が必要な症例を指摘された事例もあったが、
この制度を通してスタッフが医療安全の重要な役割
を担っている認識を持ってもらうことに大きな意義
がある。

当初は「医師が行う医療行為をスタッフがチェッ
クすることができない」「専門的な知識がないので
判断できない」といった反対が強く難航したが、1
年以上の試行期間をかけて全国で初めてのサーベイ
制度を構築した。

群馬大学医学部附属病院

安全文化を創り育てるサーベイ制度とコロナ対応
遠隔カンファレンスの提供
先端医療開発センターの取り組み

診療

もっと詳しく▶　https://imrc.med.gunma-u.ac.jp/

各部署から推薦されたサーベイヤーは自分の所属
する診療科以外の症例も電子カルテ上でサーベイす
る。その結果は先端医療開発センターミーティング
で検討後、内容により担当医にフィードバックする
が、共有すべき情報はサーベイヤーニュースという
形で広報している。また、病院長が参加する医療業
務安全管理委員会において、毎月モニタリング結果
と合わせて全例のサーベイ結果を報告し情報を共有
している。

新型コロナ対応オンライン症例カンファレンス
システムの提供
「多職種参加型症例カンファレンス」は新型コロ

ナウイルス感染リスクを避けるため、カンファレン
ス室に大勢が密集して行うことができず、チーム医
療を支える根幹が揺らいでいる。

2020 年 4 月に先端医療開発センターが中心とな
り、学内サーバと全学 2 段階認証を利用したセキュ
アな「G-Conference システム」を開発した。通常
のカンファレンスでは、大型モニターに電子カルテ
の画面を映し共有していたが、このシステムでは、
院内の各所でリアルタイムに共有できる機能を実装
している。G-Conference システムを利用した院内
オンラインカンファレンスは、ほぼ全ての診療科で
行われており、週あたり合計で約 60 回実施されて
いる。県内だけでなく都内の病院にも技術提供した。

オンラインハンズオントレーニング
院内認定制度のもと対面で行っていた中心静脈穿

刺トレーニングセミナーを G-Conference を活用し
て行っている。

受講者はプレゼンテーションを見ながら指導者目
線のカメラより映し出される手技とエコー画面を確
認できる。指導者もリアルタイムで受講者のエコー
画面を確認することができるため、対面セミナー以
上の研修効果をあげている。
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がんゲノム医療の先端的体制の整備
2019 年 6 月のがん遺伝子パネル検査保険収載に

先立つ 2017 年より、当院ではがんゲノム診療科を
設立し、がんゲノム医療体制の整備を行った。2017
年には日本で初めて米国式がんゲノム医療コーディ
ネーターの養成を行い、がん診療を担う臨床科、病
理部、検査部、放射線科、遺伝子診療科と、バイオ
インフォマティクス、基礎研究者等が集まって症例
検討を行うエキスパートパネルを開催した。これら
の成果は学会等で社会に向け発信し、他の施設から
の見学も多く受け入れている。

2020 年度は 2019 年のがんゲノム医療拠点病院に
指定を受け、4 つの連携病院と連携し、それぞれの
連携病院でのがんゲノム医療体制の設立・推進を通
して病院連携を強化した。また、働き方改革におけ
る業務効率化およびミス軽減の為、RPA（Robotic 
Process Automation）を用いた業務のデジタルト
ランスフォーメーション（DX）を行い、がんゲノム
医療に関わる事務業務時間の 94％削減を達成した。

がんゲノム医療における最先端医療の推進
2017 年よりリキッドバイオプシーの臨床試験を

開始し、その成果を学会、論文等にて発信している。
リキッドバイオプシーは 2020 年には米国で FDA
に承認され、日本でも 2020 年に PMDA に薬事申

東京医科歯科大学医学部附属病院

先端的がんゲノム医療の推進
がんゲノム医療における先端的研究開発、人材育
成、働き方改革の実践

診療

もっと詳しく▶　東京医科歯科大学　http://www.tmd.ac.jp

請されている。
がんゲノム医療ではがん遺伝子パネル検査後の治

療薬へのアクセスが少ない事が課題である。その社
会課題に対して、本学が中心となり、全国 8 大学病
院が連携し、HER2 陽性固形癌に対するトラスツズ
マブ＋ペルツズマブの医師主導治験を 2019 年に
AMED の支援を受け開始した。2020 年度は全国よ
り多くの患者を受け入れ、薬剤アクセス改善の一助
となった。

がんゲノム医療の人材育成
がんゲノム医療の開始に伴い、対応できる人材の

育成が急務となった。当院では 2018 年から 1 年で
がんゲノム医療が自立してできる医師育成を目標と
した「がんゲノム医療フェローシップ」を開始した。
2020 年度もトレーニングを行い、当初はがんゲノ
ム医療を全く知らなかった臨床医が、1 年で一人で
がんゲノム医療が実践できるようになっている。

また、がんゲノム医療には医師の他にも様々な職
種が関与する。そのうち看護師は患者ケアに重要な
役割を果たす。看護師向けがんゲノム医療の教育プ
ログラムは存在しなかったが、本学が中心となり
AMED の支援を受け全国の看護師向けがんゲノム
医療講習会を 2018 年から開始した。これまで全国よ
り累計 218 名の看護師に講習を行い、高評価を得た。

東京医科歯科大学 
医学部附属病院 

病診連携 

人材育成 

最先端医療 

働き方改革 

がんゲノム医療連携体制強化 

94％の事務作業時間削減 

がんゲノム医療対応治験、最先端検査開発 

がんゲノム医療人材養成プログラム 
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読影レポートのチェック体制の構築
2016 年頃から、全国の医療機関において画像診

断書の確認不足が問題となっていること及び本院に
おいても画像の見落としにより重大なインシデント
が発生したことから、これに対する対策を検討し、
読影レポート確認体制の構築を行った。

2018 年 4 月から運用を開始し、よりよい体制を構
築するためブラッシュアップを継続している。（図1）

読影レポート確認体制のブラッシュアップ
2018 年 4 月当初の仕組みにより読影レポートの

未読は解消されたが、レポートの中にある偶発的な
所見が見落とされてしまう事例があったことから、
見落としが次の問題点となった。

その問題を解消するため、2019 年 9 月から、放
射線科医師において偶発的な所見をリスト化した重
要症例チェックリストの仕組みを追加し、医療安全
管理室と情報共有を行い、見落とし（未対応）の疑
いのあるものについては、オーダー医へのフィード
バックする体制を確立した。

退院時チェック項目の追加
さらに 2020 年 8 月から、入院中に行われた画像

検査について、退院時にオーダー医へ確認を促す仕
組みを導入した。

これにより、偶発的所見等の見落とし、未対応に
ついて患者さんが退院する前に必ず確認できる体制
を構築し、入院中を含め早い段階での偶発的な所見
等に対応することができるようになった。（図 2）

重要症例チェックリストの効果
2019 年 9 月から開始した重要症例チェックリス

トにおいて現在までに 76 例の登録があり、医療安
全管理室からオーダー医への通知により未然に防げ

岐阜大学医学部附属病院

高度医療を支援する部門における各病院の現状や
取り組み、手順書の公開及び高度医療を安全に提
供する基盤整備の標準化
読影レポート確認体制の構築

診療

た事例が肺癌や乳癌など 4 例あり、インシデントを
未然に防ぐことができた。

また、2020 年 7 月以降の画像関連のインシデン
ト報告は認められておらず、複数のセーフティネッ
トを構築することで読影レポートの確認不足を防ぐ
体制を整備し、未読、見落とし、対応忘れを全てカ
バーすることができた。

引き続き、高度医療を安全に提供することを目標
に取り組みを推進していく。

図 2

図 1
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インシデント報告の流れ
名古屋大学医学部附属病院のインシデント報告は、

年間 12,000 件を超える。患者安全推進部の General 
Patient Safety Manager はすべてのインシデント報
告を確認し分類をしている。患者安全推進部コア会
議、各種インシデント検討会・ワーキンググループ

（WG）、患者安全推進委員会にてインシデント事例
を元に発生原因分析や対策検討等の評価を実施し、
各種会議にて重要伝達事項として全職員に周知を
行っている。

名古屋大学医学部附属病院

チーム医療の質改善への取り組み
インシデント報告による促進的モニタリングと 
改善活動

診療

チーム医療として
各種検討会を患者安全推進部を中心とし、多職種

の参加により開催をしている。

放射線インシデント検討会での取り組み
MRI 室への金属持ち込み発生件数と、対策によ

る改善効果。介入により発生率が減少している。

もっと詳しく▶　名古屋大学医学部附属病院　https://www.med.nagoya-u.ac.jp/hospital/

インシデント報告数の年次推移

改善への取り組み
各種インシデント検討会で年度毎にテーマを設定

し、現状把握の中で可視化を行い、要因解析の上、
対策を立案するという PDCA サイクルを回し、問
題解決の 8 step による問題解決を行っている。

また、それをクオリティーインディケーターとし
て継続的測定を行い、改善指標としている。

インシデント検討会

MRI 室への金属持ち込み・P管理図
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三重大学医学部附属病院では、これまで「入退院
サポートセンター」「医療福祉支援センター」「患者
相談窓口」の名称で、それぞれの窓口が設置され、
役割に応じた患者対応を実施していたが、2019 年
度より統合され、窓口を一本化した「総合サポート
センター（以下「センター」という）」を開設した。

総合サポートセンター体制と方針
医師、看護師、難病診療連携コーディネーター、

ソーシャルワーカー、臨床心理士、医療通訳士、事
務職員など多職種で構成されており、院内や地域の
関係機関と連携し早期から問題解決にむけた支援を
行っている。地域との繋がりを大切にし、外来・入
院を問わず、すべての患者や家族に対して、生活上
の様々な心配事や悩みなどに切れ目なく支援が行え、
より良いサービス提供が出来るよう努めている。ま
た、患児の場合は「小児トータルケアセンター」が
子供の成長・発達段階に合わせた対応、在宅支援や
患者相談を中心に、患者、家族のニーズに応じた対
応ができるよう連携している。

総合サポートセンター：業務内容
・患者支援、地域連携

入院前支援、退院支援
初診予約、再診予約変更
セカンドオピニオン
乳がん検診、PET 検診予約

・患者相談
医療、看護、がん、介護、難病、医療安全、
社会福祉、両立支援、心理、医療通訳

・意見、ご要望の受付
・病床管理

現在の取り組み
・相談窓口の一本化

相談内容により迅速に対応を行うため受付に看護
師と事務職員を配置し、センター内で検討を行い適

三重大学医学部附属病院

問題解決にむけた支援の取り組み
総合サポートセンターに一本化した相談窓口を 
設置

診療

切な部門、専門職につなげている。多職種で対応が
できるため、患者・家族が希望することを様々な視
点から共に考えることができ、医療と生活上の心配
事や悩みなど切れ目ない支援ができている。
・チーム活動

多職種で構成されているため、異職種のメンバー
との横のつながりを大切にするためにチーム編成を
行った。職種・勤務形態に関係なく患者サービスに
向けた取り組みが行えるよう活動を行っている。
・スタッフ教育

各職種が教育年間計画を作成し、個人に合わせた
教育方法を検討し取り組んでいる。またラダー評価
も各職種で取り入れ質の向上につなげている。家族
からの要望に対し初期対応の窓口となるため職種に
関係なくレベルアップができるように整えている。

取り組み後の結果
多職種が交流をもつことで、それぞれの専門職の

仕事内容、役割の把握ができた。また患者、家族か
らの相談内容に応じて専門職と共に対応内容を考え
る事ができ解決の糸口に近づくことができている。
現在ではセンター多職種メンバー間で協力できる体
制が整い、患者、家族への要望に応えることが出来
るようになっている。
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大阪大学医学部附属病院では組織横断的な医療安
全体制が構築されており、システミックな視点から
安全対策を検討し改善を行う安全文化が醸成されて
いる。医療の質・安全を担当する中央クオリティマ
ネジメント部では、医療安全・質向上を専門とする
人材の養成、医療安全への患者参加支援等の先駆的
な取組みを行うとともに、国際的なネットワークを
活かし、サイエンスとしての医療の質・安全学の発
展を目指している。

１．組織横断的医療安全体制
リスクマネジメント委員会、及び医療クオリティ

審議委員会では、インシデントレポートのモニタリ
ング、先行的安全対策の実装とその効果検証、事例
のピアレビュー、および医療安全教育等を、中央ク
オリティマネジメント部と連携して実施し、自律的
な安全行動の支援と病院としての学習および体制改
善につなげている。例えば、画像診断レポートの確
認に関する安全対策として、重要所見については、
放射線部から依頼医（科）へ電子カルテシステム上
で通知している。医療情報部では一定期間未消去の
通知のリスト化と診療科への連絡、重要所見への対
応状況に関する診療情報管理士による監査を実施し
ている。このような院内のレギュレーションによる
管理体制と、診療科が定期的に自律的な確認を実施
できるシステムの両者を整備し、成果のモニタリン
グと改善に取り組んでいる。

研修医に対しては、卒後教育開発センターと連携
し、ハンズオンを含む実践的な医療安全セミナー（ブ
タ喉頭を用いた緊急気道確保に関するシミュレー
ショントレーニング等）を継続している（図 1）。

また年に 1 回以上、シナリオをもとに実際の電子
カルテや機器を操作し対応してもらうシミュレー
ションラウンドを行い（図 2）、結果に基づき現場

大阪大学医学部附属病院

医療倫理を遵守する体制の構築・高度医療の安全
な提供
成熟した組織横断的医療安全体制、最新の知見を取り入
れた医療安全教育、および医療安全への患者参加支援

診療

の支援対策（高濃度 KCl 注射液の使用方法に関す
る教育等）を講じている。

２．国公私立大学附属病院医療安全セミナーの
開催

本セミナーは、大学病院の医療の質・安全を科学
的に向上させるために必要な専門的知識の習得や、
最新の国際的知見を学習することを目的とし、2009
年度から大阪大学が主催・実施している（2009 年
度から 12 年間で延べ約 4,500 人が受講）。医療安全
への新しいアプローチ（複雑適応系である医療への
レジリエンスエンジニアリング理論の適用、患者協
働型医療など）を中心に、他産業を含めた広い分野
から専門家を招きユニークなプログラムを企画して
いる。2020 年度は初めてオンラインで開催し、例
年よりも多い全国 150 医療機関等から 520 名の参加
申し込みを得た。Covid-19 下でのレジリエント・
ヘルスケア等をテーマにとりあげ、大きな擾乱と制
約の中で患者と職員を安全に守る組織マネジメント
について学習した（図 3）。

３．医療安全への患者参加
医療安全への積極的な患者参加と、患者・医療者

間のパートナーシップを推進するための“阪大病院
「いろはうた」”プログラムを 2010 年 6 月に開始し、
2020 年度までに約 21 万人に実施してきた。また、
患者の自律性を尊重した新たな患者参加の形として、
2017 年より腹膜透析患者における、患者間（peer-
to-peer）の情報共有（ワールドカフェ）や協働型
医療の推進を支援している。

図 2．高濃度 KCl 注射
液の安全な使用に関する
シミュレーションラウン
ドの様子

もっと詳しく▶　大阪大学中央クオリティマネジメント部　https://www.hosp.med.osaka-u.ac.jp/home/hp-cqm/ingai/index.html

図 3．2020 年度国公
私立大学附属病院医療
安全セミナーのオンラ
イン配信の様子

図 1．感染対策を講じ
た上で実施継続してい
る、ブタ喉頭を用いた
緊急気道確保に関する
研修医スキルアップセ
ミナー
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てんかんは、手術を含めた包括診療を要する疾患
である。患者の病態に応じたスムーズな診療を行う
には、一次診療施設（プライマリケア）、専門医療
を提供する二次診療施設（専門医）、地域診療にお
いて中核を担う三次診療施設（てんかんセンター）
の三者間の連携が重要である。しかし、患者側は、
どの診療機関を受診すれば良いかわからなかったり、
医師側も、成人した小児てんかん患者を引き続き小
児科医が診療しなければならないキャリーオーバー、
難治てんかん患者への外科治療の導入の遅延、合併
する精神症状への対応不足など、様々な組織横断的
な問題が生じている。

さらに、てんかんは慢性の疾患であり、時には非
常に難治な経過を示すため、生涯にわたる加療やケ
アを考慮することが必要となる。広島大学病院てん
かんセンターは 2014 年 1 月 1 日に開設され、組織
横断的なてんかん診療活動を通じて、地域における
てんかん診療ネットワークの三次診療施設の役割を
果たしてきた。

厚生労働省
「てんかん地域診療連携体制整備事業」

てんかんは、2018 年に第 7 次医療計画の重点疾
患に組み入れられた。それに先立ち 2015 年には、
厚生労働省が「てんかん地域診療連携体制整備事業」
を立ち上げ、広島大学病院は診療拠点機関として広
島県から指定を受けた。拠点機関に課せられた役割
は、連携体制整備のほか、てんかん診療への助言や

広島大学病院

てんかん地域診療連携体制の整備
てんかんセンター核に　広島県と二次医療機関が両輪 
広島県モデルの確立

診療

指導、地域におけるてんかんに関する普及啓発等が
ある。

当院ではまず、広島県健康福祉局・広島県立総合
精神保健福祉センター・広島県医師会 / 歯科医師会・
広島県教育委員会等と協議会を発足させた。

また新たな体制構築として二次保健医療圏の 9 医
療機関からなるサブ WG を組織し、てんかん診療
拠点機関の活動を進めてきた。これらの活動を通し
て、県内全域のてんかん診療連携体制として、全国
に先がけて広島県モデルを構築した。このモデルの
特徴は、広島県（行政）と医療機関（特に二次サブ
WG 医療機関）を体制構築のエンジンとしている点
で、患者を中心に、この両輪で多職種連携を回し、
一次診療機関へも連携を拡大することで、より強固
な体制にしていく予定である。

もっと詳しく▶　広島大学病院てんかんセンター　https://www.hiroshima-u.ac.jp/hosp/sinryoka/chuoshinryo/tenkan
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山口大学医学部附属病院では、2019 年 4 月に QI
（Quality Indicator）を通した病院機能及び医療の
質の改善を目的とした QI センターを設置した。

本院では、診療録の質的監査として、従来は医師
による監査を行っていたが、近年の「チーム医療」
や「多職種連携」といった観点での質的監査として
は不十分であることから、QI センター主導による
本院独自の内部監査として、多職種参加型の「院内
ケアプロセス調査」を開始した。

概要及び実施体制
毎月 1 回 1 診療科のスケジュールで、実施時間は

60 分（調査 40 分 + 合議 10 分 + 講評 10 分）とし、
診療科の医師及び病棟看護師を受審者、多職種（医
師及び看護師、その他メディカルスタッフ）で構成
した評価者により調査を実施している。

調査対象の診療科の退院患者から 1 名を選出し、
入院から退院までの一連のプロセスにおいて、患者
へのアプローチや適切な記録の有無について多職種
の視点で確認している。

具体的には、入院までの経緯、治療に関するイン
フォームド・コンセント（IC）の記録、カンファ
レンス記録、日々の診療・看護記録、チーム医療、
退院支援などの観点から、診療録の記載状況や診療
科・病棟における運用等も確認しながら、調査事項
ごとに評価を実施している。

調査後に評価者から講評を行うとともに、「ケア

山口大学医学部附属病院

診療の質向上のための取り組み
多職種参加型の院内ケアプロセス調査の実施

診療

プロセス調査結果報告書」を作成し、診療科へフィー
ドバックしている。

評価では、各調査事項を 4 段階（S/A/B/C）で
判定し、C 評価（一定の水準に達していない）と判
断された事項については、診療科へ改善案の提出を
依頼し、モニタリングを実施している。

モニタリングについては、調査 6 か月後に開始し、
改善案の実施状況を退院患者の診療録等から確認し、
診療情報管理士による再判定の結果、改善が見られ
ない場合は、診療科と対話しながらモニタリングを
継続している。

活動における効果
実際にケアプロセス調査を受審した診療科では、

カンファレンス記録や IC の記載など診療録への記
載内容がより充実してきている。評価側からの一方
的なアプローチによる一過性の監査にしないため、
診療科との対話を通じてモニタリングを継続するこ
とにより、診療科の医療の質の維持・向上に寄与し
ている。

さらに、調査結果やモニタリング結果については、
診療科へフィードバックするだけでなく、QI セン
ター会議及び病院運営審議会において、診療科の改
善案を含め確認・情報共有することで、病院全体で
診療の質を向上し、診療記録を改善する継続的な活
動に繋がっている。

院内ケアプロセス調査の様子
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診療

愛媛大学医学部附属病院は、先天性心疾患患者
（ACHD）を長期的にフォローし、小児期から成人期
へのスムーズな移行・転科をサポートするため、新
たに移行期・成人先天性心疾患センターを設置した。

本センターが、集学的な専門診療を中心とした
ネットワークの形成、シームレスな最善の医療の提
供を担い、移行期医療体制の愛媛モデルの構築を目
指す。

背景・社会的ニーズ
先天性心疾患に対する内科的・外科的治療は飛躍

的に進歩し、その予後は大きく改善した。これによ
り、心疾患を有する患児が社会生活に参加し、成人
期に達することが増加している一方で、大部分は、
成人期になっても小児期とは異なる多くの解決すべ
き問題が起こるため、経過観察を続ける必要がある。
その際、領域毎に細分化された現在の医療体制では、
小児期医療から、個々の患者に適した成人期医療へ
の 移 り 変 わ り「 移 行（Transition）」 と「 転 科

（Transfer）」が重要な課題となっている。

愛媛大学医学部附属病院

移行期医療提供体制の構築
移行期・成人先天性心疾患センターの設置 
小児期から成人期へのスムーズな移行・転科と継
続した適切な医療の提供を目指して

目的・目標
多部門・多職種によるスタッフでセンターを運営

し、小児期から成人期への移行・転科をスムーズに
行い、適切且つ良質な医療を成人期においても継続
して提供できるようなシステムの構築を目指す。更
には、本センターの活動をベースに、地域の基幹病
院及び行政機関と連携し、移行期医療提供体制の愛
媛モデルとしての発展も期待できる。

もっと詳しく▶　愛媛大学医学部附属病院　https://www.hsp.ehime-u.ac.jp/
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診療

臨床倫理コンサルテーションチームの発足
2019 年 4 月、倫理的課題に対する迅速な検討・

助言・支援を目的とした「臨床倫理コンサルテーショ
ンチーム」を発足させた。既存の臨床倫理委員会の
下部組織として位置づけており、臨床倫理を専門と
する医師（チームリーダー）をはじめ、医療の質・
安全管理部長、複数の診療科医師、看護師、医療ソー
シャルワーカー、臨床心理士、事務職員の多職種、
計 21 名で構成している。

チームの特色
十分なメンバー数を確保していることで、緊急性

の高い案件に対して依頼当日に対応することが可能
である。また、チームリーダーが依頼内容に適した
メンバーを選出し、依頼者および関係者にヒアリン
グするため、詳細な情報収集と問題の明確化を図る
ことができる。ヒアリング後の検討時には臨床倫理
に関する専門書・過去事例・ガイドライン等を参照
し、メンバーそれぞれの立場での評価や判断のバイ
アスを回避し、要点を網羅できるよう工夫している。

活動実績
チーム発足後 2 年間の依頼は 24 件あり、救命延

命治療や意思決定等について対応してきた。なお、
対応した案件および内容については定期的な事例検
討会を設けてメンバーで検証している。

熊本大学病院

高度の医療倫理と医療安全のもとで実践される医
療の推進
臨床倫理コンサルテーションチームの発足とアド
バンス・ケア・プランニングの普及活動について

アドバンス・ケア・プランニングの普及
当院ではアドバンス・ケア・プランニング（ACP）

を普及・推進する取り組みも開始した。
ACP の普及・推進のためコアメンバー（緩和ケ

アセンター、医療の質・安全管理部、看護部、臨床
心理士、MSW）の協力を得て、慢性疾患の診療を
担当する診療科に呼びかけ、実臨床における患者の
意思決定支援を適切に行えるよう、教育、指導を行
なっており、今後は他診療科への水平展開を順次行
なっていく。また、患者向けのパンフレットを作成
し、啓発活動も行なっている。

この他にも、厚生労働省委託事業である「人生の
最終段階における医療体制設備事業」の一貫として、
意思決定支援教育プログラム（E-FIELD：Education 
For Implementing End-of-Life Discussion）を活用
した相談員研修会を熊本県医師会と実施し、患者本
人の意向を尊重した意思決定のための相談体制づく
りおよび人材育成に貢献している。

もっと詳しく▶　熊本大学病院　https://www.kuh.kumamoto-u.ac.jp/kuh/rinsyou_con.html

【コンサルテーションチーム】
依頼者（診療科、関係者等）へのヒアリ
ング後、担当メンバーで検討する

診療科 

 
臨床倫理コン
サルテーショ
ンチーム 
 
 

依頼 

臨床倫理
委員会 

必要に応じ 
審議依頼 

助言・提案・ 
意思決定支援 

チームリーダー， 
医療の質・安全管理
部長， 
緩和ケアセンターGM, 
NS 他 

【臨床倫理コンサルテーションチーム体制図】
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診療

はじめに
COVID-19 の蔓延に伴い、医療機関では厳戒態勢

がとられている。当院でも外来患者の体温管理をは
じめ様々な面で制限が加えられている。入院患者へ
の面会制限もその一つである。

しかし、長期入院患者に対し、家族をはじめとする
見舞い客の面会制限は不満を募らせるばかりである。

このため、本院でテレビ会議を利用し、制限され
た面会を仮想的に実現することを検討、iPad を使っ
た遠隔面会を実現した。

iPad を用いた遠隔面会
本院では、面会用の iPad とノート PC を準備した。

準備した機器は、外来の面談室用にノート PC 1 台、
病棟向けに iPad 5 台である。ノート PC は学内の
インターネット回線に接続し、iPad は SIM 入りの
回線契約を行なっている。iPad を回線契約した理
由は、学内のインターネット回線は病室利用を想定
しておらず、全ての病室で利用できないためである。
これらの機器を利用してオンライン面会の体制を構
築した。

テレビ会議には、本学で契約している Zoom を利
用した。

大分大学医学部附属病院

国立大学病院の取り組み事例
コロナ禍における ICT を用いた iPad 面会

対象者
利用対象は、長期間会えない患者、携帯等を持っ

ていない患者や使い方がわからない患者（寝たきり
や認知症等）、家族が携帯等を持っていない場合な
どを対象とする。

運用
原則として、患者家族など訪問見舞客が病院に訪

れ、外来の面談室と病室を接続する。面談室は医事
課に事前予約で利用する。医事課では Web による
予約管理表を作成し、病棟からの予約は医事課担当
者が入力する。病棟看護師が予約管理表を確認し、
医事課に新たな予約を申請する。予約当日は、医事
課で iPad を借り、面談室に面会者が到着後、遠隔
面会を行う。

iPad の基本操作は、病棟の看護師が必要に応じ
て操作することを想定している。看護師が Zoom 会
議に接続後、外来の面談室、または患者家族宅を呼
び出す。従来であれば、Zoom の利用方法などを詳
細にレクチャーする必要があったが、このコロナ禍
により看護師も講習会のオンライン開催などで
Zoom の扱いには慣れており、問題なく運用を行う
ことができた。

運用イメージ

機器 台数 

ノートPC １台 

iPad ５台 

遠隔面会用導入機器 
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唾液による新型コロナウイルス感染症の PCR 診
断法の確立

全国に先駆けて新型コロナウイルス感染症の感染
拡大がみられた 2020 年 4 月、北海道大学病院にお
いて唾液で PCR 検査が陽性となった症例を経験し
た。唾液で検査が可能となれば、スワブ採取者と感
染防御具が必要なくなり、採取時の医療者の感染リ
スクを軽減できる上、簡便化され PCR 検査の増加
が期待できる。2020 年 4 月より北海道大学病院に
おいて鼻咽頭スワブと唾液の検査精度を検討する臨
床研究を実施し、両者の診断精度は同等であること
を示した。同年 6 月、国は有症状者に対する唾液
PCR 検査を認可した。

唾液による無症状者スクリーニング法の確立
次の課題は、感染拡大の原因であることが明らか

になった無症状者の PCR 検査法の確立であった。
北海道大学病院では厚生労働省の支援を受け、空港
検疫、保健所を対象に全国的大規模研究を実施し、
無症状者約 2000 例において鼻咽頭スワブと唾液の
感度、特異度、ウイルス量ともほぼ一致した。唾液
によるスクリーニングは簡便、安全に多数例の検査
が可能であり、この結果から無症状者での唾液
PCR 検査が認可された。

当院では、2020 年 5 月より唾液を用いた術前ス
クリーニング検査を全国に先駆けて開始し、安心・
安全の医療を提供している。

唾液を用いた新型コロナウイルス感染症診断法
の産学共同研究の展開

唾液検査の導入によって PCR 検査実施の最初の
目詰まりは何とか解消へと向かったが、検査時間の
短縮が次の課題であった。そこで産学共同研究に
よって検査時間の短縮に取り組んだ。PCR 検査に
おいては時間短縮 PCR 検査や全自動 PCR 検査にお
いて唾液が使用できることを証明し、PCR 検査よ
りも短時間（約 30 分）で結果が判明する LAMP 検
査、化学発光酵素免疫測定法を用いた抗原定量検査
において唾液が使用できることを明らかにし、さま
ざまな検査法においても唾液の使用が認可された。
これによって、標準的な PCR 検査以外にも、より

北海道大学病院

唾液による新型コロナウイルス感染症診断法の 
開発
危機下における産学官一体の取り組み

もっと詳しく▶　北海道大学病院　https://www.huhp.hokudai.ac.jp/

研究

迅速な検査、現場に出向いての検査など、状況に応
じて検査法を選択できる体制が確立された。

社会への貢献
唾液検査が可能となり、スワブ採取を行う医療従

事者や感染防御具の確保が必要なくなり、PCR 検
査の最初の目詰まりを取り除くことができ、PCR
検査拡充に貢献した。また待ち時間なく検体採取が
可能となり、無症状者スクリーニングがスムースに
実施できる体制が確立され、感染拡大防止に貢献し
た。本研究成果から、空港検疫は唾液を用いた定量
抗原検査、LAMP 検査に変わり、検査時間短縮、
効率化が達成された。

また唾液検査の導入は、従来公的検査一辺倒で
あった状況に、期待されていた民間検査の参入を可
能とした。市中での検査が一気に広がる効果をもた
らし、またマス・スクリーニングとしてプロスポー
ツの安全な開催を可能とし、一般市民も気軽に検査
を受けることができるようになり、社会変革をもた
らした大きな社会貢献となった。
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産官学一体の遠隔手術推進プロジェクト
近年、新たな国産手術ロボットの開発と高速大容

量通信技術の発達を背景に、遠隔手術が可能な環境
が生じている。そこで、国は 2019 年遠隔手術の法
的環境整備を行い、社会実装に向けた実証研究を学
会、ロボット企業、通信事業体、関係省庁、研究機
関による産官学一体のプロジェクトで推進すること
となった。弘前大学は遠隔医療を推進する立場から
本プロジェクトに参画し、遠隔手術の導入が想定さ
れ る 地 域 で の 実 証 研 究 を 担 当 す る。 本 院 と 約
150km 離れた青森県むつ市のむつ総合病院との間
を商用の高速大容量通信回線で接続し、新規国産ロ
ボットを本院から遠隔操作して、この間の通信ネッ
トワークの状態や伝送信号の圧縮・解凍装置の作動
状況、通信伝送遅延時間、手術ロボットの作動状況
等の評価を行って、遠隔手術に求められる至適通信
環境と情報処理技術要件、ならびに遠隔手術ロボッ
トの技術要件を導きだすことを目指している。

遠隔手術の技術開発への期待と波及効果
遠隔手術は、特に医療資源の乏しい地域で有用な

診療形態として期待されている。遠隔手術が実現す
ることで、地域住民には長距離移動に伴う体力的・
経済的な負担を回避して、地元の病院で手術を受け
る選択肢が生まれる。同時に、若手外科医が地方の
病院で地域医療に従事しながら技術修練を継続でき
る環境をもたらすため、地方に勤務する医師の確保
や外科医不足の改善にもつながると期待されている。
このように遠隔手術の実現は、我が国が抱える地域
医療格差や医師不足などの社会的課題の解決の一助
となるとともに、デジタル技術を活用した新たな医
療技術の開発にも貢献することが期待されている。
加えて、遠隔手術システムの輸出を通じた国際医療
貢献や、遠隔手術を可能にする高度なデジタル技術
の他の産業分野への応用など、多方面への波及効果
も期待されている。

弘前大学医学部附属病院

高速大容量通信と新規手術ロボットの活用による 
最先端地域医療の導入に向けて
遠隔手術の社会実装に向けた実証研究

研究

遠隔手術の実証研究フィールド 遠隔ロボット操作と映像信号伝送の評価
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具体的取り組み
OBL は、本院西病棟 15 階の旧病床機能をテスト

ベッドとして共同研究相手先の企業に提供し、共同
研究を実施する研究開発実証フィールドとして活用
している。また、オープンスペースも設けており、
企業同士の協働創出はもちろん、学生まで含め研究
マインドを向上させるシステムとしての活用、仙台
市・AMED 事業のワークショップの実施を通じて
国際的競争力を有する新たな医療技術の開発の推進
も期待されるところである。このような病院の中に
おける課題解決型の実証フィールドの開設は本邦初
であり、2021 年 1 月現在、5 社が入居しているが、
OBL は現状で最大 10 社程度の受入れが可能となっ
ており、今後さらに拡充を推進していく予定である。

研究

オープン・ベッド・ラボ（OBL）とは
2020 年 1 月、東北大学病院は、本邦病院初とな

る課題解決型研究開発実証フィールド「オープン・
ベッド・ラボ（OBL）」を開設した。

OBL は、本院の旧病床機能をテストサイトとし
て企業に提供し、医療現場の視点を取り入れた医療
機器や医療システム・サービス等の共同研究開発を
実施する課題解決型研究開発実証フィールドである。
実際の医療現場を活用し、患者、医療プロフェッショ
ナル、病院経営者の視点を取り入れた実効性のある
研究開発を推進することで、少子高齢社会、医療格
差、医師の働き方改革等、我が国が抱える医療課題
の解決、さらには臨床研究に関わる人材育成に寄与
することが期待される。

背景
本院では、医師・看護師・薬剤師・診療技術部等

医療プロフェッショナルが本来業務に注力し、効率
的かつ安全にやりがいのある医療に従事することで、
患者さんが満足できる医療の質とサービスを提供す
る病院機能を備えることを目指し、東北大学病院ス
マートホスピタルプロジェクトを推進している。
OBL は本プロジェクトの一環として開設したもの
であり、本院がこれまで臨床研究中核病院として臨
床研究推進センター（CRIETO）を中心に取り組ん
できた出口戦略を見据えた研究開発支援、特に医療
現場を企業に開放しニーズ探索を行うアカデミッ
ク・サイエンス・ユニット（ASU）を発展させ、
さらに次の開発フェーズとなる実証の場を企業に提
供することで、社会化・実用化のさらなる加速を実
現するものである。

OBL 入口

東北大学病院

医療・ヘルスケアに関する研究・開発推進のため
の産学連携プラットフォーム
課題解決型研究開発実証フィールド 
東北大学病院オープン・ベッド・ラボ（OBL）

もっと詳しく▶　東北大学病院オープン・ベッド・ラボ　https://www.shp.hosp.tohoku.ac.jp/OBL/

企業様スペース（各居室内） オープンスペース

OBL が担う役割
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の研究グループは、化学シャペロンと呼ばれる構造
を安定化させる沢山の化合物の中から、アミノ酸の
一種である L- アルギニンがポリグルタミンタンパ
ク質の立体構造を安定化させることを見出した。こ
の事から L- アルギニンがポリグルタミン病の有力
な治療薬候補化合物であることが想定される。

この成果を元に、本年度から、日本医療研究開発
機構（AMED）の難治性疾患実用化研究事業、EA
ファーマ社からの支援を受け、“ポリグルタミン病
に対する蛋白質凝集阻害薬の第 II 相試験”を 2022
年度までの予定で開始した。脳成果研究所と付属病
院がタッグを組んで、最新の研究成果を素早く社会
実装に繋げていく予定である。

当院での医師主導治験は 2016 年から続け薬事承
認に至った、AMED の難治性疾患実用化研究事業
における研究開発課題「自己免疫性肺胞蛋白症に対
する酵母由来組換え GM-CSF 吸入の多施設共同医
師主導治験」に続く治験となる。希少疾患・難病に
対する新潟大学の挑戦は続く。

研究

希少疾患への新潟大学の挑戦
大学病院には、企業が行わない、希少疾患に対し

ても、新しい治療方法を開発していく責務がある。
このような、大学が主体となって治療方法を開発し
ていく研究を医師主導治験という。

本年、新潟大学医歯学総合病院臨床研究推進セン
ターでは、大阪大学、近畿大学、東京医科歯科大学、
国立精神神経センターとの共同で、難治性の稀少疾
患である脊髄小脳変性症 6 型に対して、国内初めて
の、世界でも稀な医師主導治験を開始した。

脊髄小脳変性症の多くはポリグルタミン病と呼ば
れ、グルタミンが長くなってタンパク質の構造が不
安定となり、脳や脊髄内の神経細胞内に溜まって、
最終的に神経細胞の死を引き起こす。このため、こ
の構造の安定化が治療のターゲットとされてきた。
これまでにも、この構造の安定化作用を持つ化合物
がいくつか同定されてきたが、人体への安全性が低
い、脳内に取り込まれにくい等の理由で、治療薬と
しての臨床応用が困難であった。

本年度、大阪大学と新潟大学脳研究所脳神経内科

新潟大学医歯学総合病院

医師主導治験による難治性・希少疾患への治療開
発への挑戦
脳研究所の研究成果をいち早く社会実装に

もっと詳しく▶　新潟大学　https://www.bri.niigata-u.ac.jp/result/neurology/001330.html
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システムの概要
本システムは下記の 2 つから構成されている。

〇自動搬送システム
PC 操作により自動的に患者の部屋まで移動し、

搬送サービスを行うことができる（図 2）。
〇遠隔医療システム

対話モジュールと生体信号計測モジュールが備
わっており、対話モジュールでは、タブレットに搭
載されている WEB カメラにより、患者との会話を
非接触で成立させることができる（図 3）。また生
体信号計測モジュールでは、タブレットで健康状態
に関する問診を行い、タブレットに医療機器をかざ
すだけで通信できる NFC の機能を用いて、患者の
体温、血圧、経皮的に測定した酸素飽和度（SpO2）を
読み取らせ、患者の生態情報をナースステーション
に転送し、データの記録を行うことができる（図 4）。

今後の展開
この研究は、感染症病棟における感染拡大リスク

を減少させるにとどまらず、将来的に病院内の自動
搬送システムの構築、遠隔医療システムの開発への
発展が期待され、社会的ニーズが高まっている遠隔
医療とロボットを融合させた先進的な取り組みと
なっている。

研究

Covid-19 病棟における感染対策
新型コロナウイルス感染症（Covid-19）陽性患者

が入院する病棟は、患者の滞在する区域（非清潔区
域）、準清潔区域、清潔区域に区分けされている。
Covid-19 の感染経路は、飛沫感染と接触感染であ
るが、咳やくしゃみなどにより閉鎖空間でエアロゾ
ルが発生すると感染リスクが増大する。このため病
棟看護師は非清潔区域に入る際、個人防護具（PPE：
personal protective equipment）、を装着し、検温、
血圧測定、採血などの医療行為、患者に依頼され購
入した物品の配達や患者の精神的なケアなどを行っ
ている。非清潔区域を出る際には、全ての PPE を
準清潔区域で脱いで清潔区域に戻るが、自身を汚染
しないよう慎重に PPE を脱衣する必要がある。
PPE の装着から脱衣までの間に何らかの問題があ
ると院内感染の原因となるため、病棟看護師は細心
の注意を払う必要があるが、病室に 1 つの業務があ
るだけでも毎回 PPE を着脱しなければならず、病
棟看護師の大きな負担となっている。こういった背
景から、病棟看護師の負担軽減と院内感染発症を抑
制することを目的とし、医学部と工学部の共同研究
により本システムを開発した（図 1）。

福井大学医学部附属病院

より安全な医療提供システムの開発研究
Covid-19 病棟における看護業務支援システム

（遠隔医療および自動搬送ロボット）の開発

図 1　概要図

図 2　自動搬送システム

図 3　対話モジュール

図 4　生体信号計測モジュール
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千葉大学病院での先進医療の実施状況（2019
年度実績）
①神経変性疾患の遺伝子診断
②腹腔鏡下センチネル生検 早期胃がん
③�放射線照射前に大量メトトレキサート療法を行っ

た後のテモゾロミド内服投与及び放射線治療の併
用療法並びにテモゾロミド内服投与の維持療法

④�ニボルマブ静脈内投与及びドセタキセル静脈内投
与の併用療法 進行再発非小細胞肺がん

研究

臨床研究中核病院としての機能強化
千葉大学医学部附属病院では、臨床研究中核病院

の指定を受けて、さらなる機能強化に向けて治験、
臨床研究、外部資金獲得の推進等について、研究を
総括的に管理する組織が必要との考えから、院内に

「臨床研究推進本部」を設置した。同本部は、研究
担当の副病院長をトップに置き、機能の一元化を図
るとともに、研究の信頼性確保に向けたブレーキに
加え、研究推進のアクセルを重視するものである。

千葉大学医学部附属病院

先端医療の研究・開発を推進するために必要な人
材を確保し、基盤を整備する
臨床研究機能強化に向けた体制整備

もっと詳しく▶　千葉大学医学部附属病院　https://www.ho.chiba-u.ac.jp/

《課題》
・研究時間の確保　→　診療の負担増等による医師の研究時間の不足（論文数の低下）
・研究支援の財源　→　臨床研究法等の規制強化に伴う支援体制確保等による人件費の増加

《臨床研究推進本部》
質の高い臨床研究を推進。
日本における臨床研究の拠点と
して社会に貢献。

《組織再編・強化ポイント》
・運営マネジメントの一元化
・臨床研究の強化・推進
・データの信頼性確保
・�臨床研究支援人材の育成・
キャリアパス

・各診療科・部との連携
・シーズ開発支援の強化
・臨床研究法への対応
・適正な臨床研究実施
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新規医療開発を促進する。 

先端医療研究開発機構のビジョン
複数の医療機関が保有する患者さんの臨床情報を

統合しこのように、臨床研究開発ステージに応じた
体制整備を進めているが、2020 年 4 月に発足した
前 述 の 先 端 医 療 研 究 開 発 機 構 で は、Science・
Finance & Human Resource：研究活性化・財政自
立化と人材力強化をキーフレーズに掲げて、臨床研
究活性化を目指している。

具体的に、【研究活性化】としては、高度な臨床
研究・医療開発のため、独自的、包括的かつ出口を
見据えた一気通貫な臨床研究支援の実現を目指す。
実現のために、京都大学の強みを生かした研究開発
の促進、迅速な意思決定に基づく戦略的研究支援、
産官学連携の強化を図る。

また、【財政自立化】としては、臨床研究支援の
持続的運用のため、大きな研究資金・合理的な収入
キャッシュフロー確立を目指す。実現のために、時
限的な公的研究費（交付金・外部競争的資金）依存
からの脱却、限られたリソースを最大限に活用した
財政的自立化基盤の構築、外部への業務委託による
固定費割合の低下と効果的な人材の活用を図る。

最後に、【人材力強化】としては、Science と
Finance のエコシステムを確立するために、高度な
医療開発力の強化とサスティナビリティ（持続可能
性）確保を目指す。実現のために、実践型育成によ
る人材強化、並びに実践型育成システムの固定化に
より継続的人材を確保することで人類の健康と社会
の発展に貢献可能な長期的な機能維持を図る。

研究

臨床開発ステージに応じた体制整備
本院は臨床研究中核病院及び橋渡し研究支援拠点

として、これまで、iPS 細胞研究所をはじめとした
研究所や研究科と連携し、京都大学が有する最先端
の研究成果をいち早く臨床応用につなげる体制を整
備してきた。

近年では、2017 年に、患者さん・健常者由来の
ヒト生体試料及び附随する臨床情報（クリニカルバ
イオリソース）を収集、管理、利活用する「クリニ
カルバイオリソースセンター」を設置し、現在、院
内外で利活用が進んでおり、その利用率は 38.6％と
極めて高い（2020 年 12 月末現在）。2020 年度には
学外の企業やアカデミアへの提供にかかる手続を見
直し、より迅速かつ効果的な利活用の促進を図った。

また 2020 年 4 月に早期医療開発専用施設である
「 次 世 代 医 療・iPS 細 胞 治 療 研 究 セ ン タ ー（Ki-
CONNECT）」を開設し、がんや難治性疾患、iPS
細胞を用いた疾患領域などの早期臨床試験の円滑な
実施を可能とする体制を整備した。

同時に、院内の臨床研究に関する 5 つの組織（本
センター、クリニカルバイオリソースセンター、臨
床研究総合センター、先端医療機器開発・臨床研究
センター及び先制医療・生活習慣病研究センター）
を、臨床研究全体をマネージメントする先端医療研
究開発機構に改組・集約した。

加えて、2020 年 2 月に京都大学と日本電信電話
株式会社（NTT）と共同で事業会社を設立し、複
数の医療機関が保有する患者さんの臨床情報を統合
したデータベース開発をおこなっており、今後は、
さらに連携病院を拡大し、様々な医療機関や研究機
関の臨床情報（リアルワールドデータ）を活用した

京都大学医学部附属病院

先端医療の研究・開発推進のための基盤整備
京都大学が有する世界最先端の研究成果をいち早
く臨床応用へ

もっと詳しく▶　京都大学　https://www.ki-connect.kuhp.kyoto-u.ac.jp/

【先端医療研究開発機構キーフレーズ】
Science・Finance & Human Resource：研究活性化・財
政自立化と人材力強化
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共創機構イノベーション戦略部門と大阪大学ベ
ンチャーキャピタルによる支援

共創機構のイノベーション戦略部門ベンチャー・
事業化推進室では、事業性 / 特許調査、特許費用支
援、ステージ別の 2 種類のベンチャー創成支援グラ
ントを提供して起業を支援するとともに、大阪大学
ベンチャーキャピタル（OUVC）をはじめとする
VC との定期的マッチングを通じて資金調達の支援
を行っている。

大阪大学の多彩なアントレプレナー育成プログ
ラム

本学では医薬品開発の専門家を目指す人、起業家
を目指す人、スタートアップ企業などに対する多彩
な教育システムを用意している。
・�Research Studio －筑波大、Stanford 大と連携、

起業家育成
・�PharmaTrain、PRP コース－薬学研究科、欧州

版創薬専門家育成
・�Japan BioDesign － Stanford 大発、医療機器開

発専門家育成
・�卓越大学院「生命医科学の社会実装を推進する卓

越人材の涵養」

研究

大阪大学医学部附属病院では新規医療技術の社会
実装を加速するため、学内関連部署との強力な連携
のもとに起業やベンチャー企業による開発をサポー
トしている。

附属病院・医学系研究科による支援
当院の研究支援部門である「未来医療開発部」で

は、シーズ支援の一環として起業前から情報提供、
助言、各種調査などで大学発ベンチャーの起業を支
援している。起業済みのスタートアップに対しても、
他企業との連携支援、VC 等に対するビジネスピッ
チ、公的研究費取得支援、再生医療製品開発や治験
薬製造、薬事対策や臨床開発支援、国際共同研究支
援などを積極的に提供している。また、創薬化学は
薬学研究科創薬サイエンス研究支援拠点と、歯科領
域開発は歯学研究科イノベーティブデンティスト
リー戦略室と連携して支援している。

医学系研究科と附属病院が共同で運営する「産学
連携・クロスイノベーションイニシアティブ」では、
健康・医療の技術革新と事業化を加速するプラット
フォームを提供するとともに、知財戦略室、ベン
チャー設立・運営支援室が個別のベンチャー支援を
提供している。

大阪大学医学部附属病院

先端医療の研究・開発推進のための基盤整備
共創機構や他学部と連携した 
ベンチャー支援体制とアントレプレナー教育

もっと詳しく▶　大阪大学　http://www.hp-mctr.med.osaka-u.ac.jp/newbusiness.html

未来医療センターのベンチャー支援HPより

共創機構イノベーション戦略部門によるシームレスな起業
支援の仕組み

BIO Japan 2019 に共創機構と共同出展
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一般社団法人「BRIH-K」）が設立され、一般社団法
人 BRIH-K が研究者や開発企業のニーズを効率的に
調査し、神戸大学による倫理面の監督の下、個人情
報保護に充分配慮しながら、ヒト検体を利活用して
いく仕組みを構築している。

取組みの紹介
バイオリソースセンター設置から 2021 年 3 月現

在までに、25 件の共同研究を開始している。この
中から、具体例を一つご紹介する。
「個別化精緻手術支援予後予測モデル開発研究」；

ロボット支援手術では、高精密に切除範囲を決定し、
高い再現性を持って切除することが可能である。従
来の予後予測に基づいた摘除範囲決定に加えて、術
前のリキッドバイオプシー結果を含む臨床情報、手
術操作情報、術後臨床情報、そして、予後などの大
量のデータをアルゴリズム解析し、一例一例、予後
予測モデルを改善し、治療法を改善していく研究を、
内閣府交付金事業「神戸未来医療構想」の一部とし
て、実施中である。将来的には、患者個別・医師個
別の経験値を一例ずつ客観化し、再現可能とする「集
合知」モデルの開発を目指している。

これらの実施の為、バイオバンク検体・医療情報
管理システム、超大型冷凍保管装置、自動分注機シ
ステム等を配備し、また、バイオバンクの国際規格
である ISO20387 承認を目指して文書管理を行って
いる。また、がん患者検体のみならず、希少疾患を
含めた各種疾患、並びに、健常者検体の収集と研究
利用を実施出来る体制を構築している。

研究

リアルワールドエビデンス構築を目指して
社会のあらゆる分野でリアルワールドデータの収

集並びに利活用が重要な時代となっている。特に医
療分野では、人口の高齢化によって、がん、認知症、
フレイル等が増加しており、これらの解決へ向けて、
従来のモデルとは異なる、リアルワールドデータの
利活用によるリアルワールドエビデンスに基づいた、
有用な早期診断マーカーや革新的な創薬が求められ
ている。

そこで、今、実臨床や実社会における「ヒト検体」
が注目されている。疾患を持つ方、健常な方に協力
して頂き、精密な（予後を含む）医療情報、健康情
報が紐付いた「ヒト検体」を収集・解析することで、
選択バイアスや種差を可及的に減らし、より現実に
近いエビデンスを得て、有効なバイオマーカー同定
や創薬に繋げようとするものである。発症前の検体
にアクセス出来れば、いわゆる「未病」段階での超
早期診断・治療介入が可能となると期待されている。

バイオリソースセンターの設置とその特徴
そこで神戸大学では、ヒト検体と臨床情報データ

ベースを結合し、神戸大学内外の研究者や開発企業
などが簡便に利活用出来る「診療機関併設型バイオ
バンク」を創設することとし、2019 年 4 月に神戸
大学医学部附属病院国際がん医療・研究センター（以
下、ICCRC）内に「神戸大学医学部附属病院バイ
オリソースセンター」（以下、バイオリソースセン
ター）を設置した。これまでの診療機関併設型バイ
オバンクでは、利活用率（研究利用検体数／収集保
管検体数）が低いことが指摘されている。これに対
して、バイオリソースセンターでは、「ニーズドリ
ブン」型バイオバンクを指向しているが、これは、
研究・開発におけるニーズを予め聞き取り、ニーズ
に沿ってヒト検体＋医療情報を収集していくもので、
利活用率を飛躍的に高める。これの実現の為、2019
年 10 月に神戸大学、神戸市、神戸医療産業都市推
進機構、シスメックス（株）の参加による一般社団
法人 BioResource Innovation Hub in Kobe」（以下、

神戸大学医学部附属病院

医療におけるリアルワールドデータ収集・利活用
のインフラ整備

「ニーズドリブン」型バイオリソース研究・事業
の取組み

もっと詳しく▶　神戸大学医学部附属病院国際がん医療・研究センター　http://www.hosp.kobe-u.ac.jp/iccrc/
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Working Group（WG）の設置経緯

WG の目指すところ
中国・四国 TR 連絡会に所属するアカデミアが、

個々の特色や独立性を保ちつつ、相互にリソースや
ナレッジ・ノウハウをフレキシブルに共有できる体
制を構築し、統合されたメガ拠点として橋渡し研究
戦略的推進プログラムの施策を効果的かつ効率的に
運営し、持続可能なネットワーク体制への発展を目
指す。各々の WG が目指すところは下記のとおり
である。

【１．シーズ発掘・育成、マッチング WG】
①個々のアカデミアの問題点を抽出し、解決策の検
討、実行を図る。（GAP 分析と対応）
②各アカデミアの業務分担・棲み分けを明確にし、
効率的で各アカデミアにメリットのある win-win の
ネットワーク体制を構築する。

【２．知財 WG】
①「産学連携の推進」のため「シーズの育成と出口
戦略」を強化。
②知財スタッフが伴走支援し、研究開発の早い段階
で出口を意識したシーズ育成シナリオを作る。
③知財部門だけでなく機能横断的チーム体制で、経
験やアイデアを集積しプロセスを強化する。

【３．臨床支援 WG】
①臨床フェーズへのステージアップを支援
②中国・四国地区の医師主導治験の活性化
③参加機関が相互に支援し、業務分担を行うことで、
医師主導治験実施に必要な知識、経験を共有し、当
該研究機関及び WG 参加機関の医師主導治験実施
体制の整備、連携体制を強化。

中国・四国 TR 連絡会による情報共有・意見交換
➡

新たな問題点・課題の発見
①属人的な努力にとどまり組織的なシーズ発掘が行われない②出口
戦略が見えない③知財の重要性の認識が薄い④医師主導治験等の支
援体制が不充分　等

➡
中国・四国アカデミアの連携により問題の解決や効率化を図る以下
WG を設置

【1】 シーズ発掘・育成、マッチング WG
【2】 知財 WG　　【3】 臨床支援 WG

研究

岡山大学病院

ネットワーク化推進と AMED との連携強化によ
る国際的競争力を有する新医療技術の開発促進
AMED「橋渡し研究戦略的推進プログラム」岡山大学拠
点中国・四国 TR 連絡会における課題解決 WG の設置

もっと詳しく▶　岡山大学病院新医療研究開発センター橋渡し研究支援室　kenkyuu-seeds-hyouka@adm.okayama-u.ac.jp

拠点外ローカルネットワークの１例

中国・四国 TR 連絡会の設置
平成 29 年度より開始した橋渡し研究戦略的推進

プログラムでは、我が国における橋渡し研究体制を
完成形にするべく、強化すべき橋渡し研究の方策と
して、①拠点と拠点以外の機関における橋渡し研究
及び臨床研究の推進、②産学連携の推進、③拠点機
能のさらなる強化、④シーズを継続的に創出するた
めの基礎研究の強化、が挙げられた。岡山大学では、
中国・四国地区に設置された拠点として、その特色
や強み・弱みを認識した上で、橋渡し研究戦略的推
進プログラムの事業目的に沿った拠点運営を行うべ
く、中国・四国地区のアカデミアにおけるシーズの
発掘、育成、出口戦略の強化、及び各大学の実務担
当者による情報交換を通じたシーズ支援体制の構築
を目的として、平成 30 年 3 月に中国・四国 TR 連
絡会を設置して、活動を行ってきた。参加機関は以
下のとおりである。

岡山大学、鳥取大学、島根大学、広島大学、山口
大学、徳島大学、香川大学、愛媛大学、高知大学、
川崎医科大学、川崎医療福祉大学、四国 TLO
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門職人材の育成を図り、大学間連携（相互支援や人
材交流）に向けた成功事例の創出に努める。

さらに、橋渡し研究の推進を図るため、徳島大学
研究支援・産官学連携センターとの連携を強化し、
学内に存在する豊富なシーズの実用化へのロード
マップを描けるような体制を構築する。

臨床研究相談
主として総合臨床研究センターの教員が研究者からの相談
に対応し、質の高い臨床研究の立案と実施を目指す。

研究

総合臨床研究センターの設置
徳島大学病院では、品質方針の「高度先端医療の

開発と推進」への取り組みを強化していくため、蔵
本キャンパス整備事業の一環として新設された医歯
薬学共同利用棟を用いて、2020 年に「総合臨床研
究センター」を設置し、人材確保と基盤整備を強化
している。

総合臨床研究センターのコンセプトと組織運営
体制

総合臨床研究センターは、従来の臨床試験管理セ
ンターが持つ、臨床研究コーディネーター（CRC）
を主体とした治験の信頼性担保機能、研究者主導臨
床研究の相談機能、倫理委員会の支援機能等を今後
拡充することを目指し、ひいては病院が主体となっ
て、全学的な「人を対象とする研究」の実施基盤を
整備し種々の研究シーズの実用化を促進することを
目標とする。

臨床研究の実施機能として、研究担当医師、CRC、
モニター、データマネジャー、生物統計家などの専

徳島大学病院

先端医療の研究・開発推進のための人材確保と基
盤の整備
総合臨床研究センターの設置

もっと詳しく▶　徳島大学病院　https://www.tokushima-hosp.jp/

総合臨床研究センター外観
病院外来棟に隣接し、モニター等治験関
連の来訪者を円滑に受け入れることが可
能である。
また、医学部、歯学部からもアプローチ
が容易であり、相談等に適した環境と
なっている。
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高い医療の開発と普及を行うことを理念に掲げ、ト
ランスレーショナルリサーチに基づく治療法の開発
を行い、地域はもちろん世界にも貢献する臍帯血を
利用した医療を生み出すことを使命としている。

研究概要
臍帯血には各種幹細胞が含まれており、この幹細

胞は組織中に存在する幹細胞に比して、幼弱なゆえ
に多方面の細胞に分化成熟する性質を有すると考え
られる。さらには、医学部附属先端医療学推進セン
ター臍帯血幹細胞研究班は、脳性麻痺モデル動物に
おいて、臍帯血幹細胞を投与することにより内在す
る神経幹細胞の障害部位への遊走と幹細胞の増殖を
うながすことを証明している。この作用による神経
ネットワークの構築促進効果により障害の改善、す
なわち真の意味での自己再生を生み出す可能性を見
出している。

臨床面では、前述の基礎実験検討のもとに、小児
脳性麻痺など脳障害に対する自家（自己）臍帯血輸
血を試み、運動能力の改善と言語能力の向上を観察
できている。

研究

高知大学医学部附属病院では、2021 年 1 月に脳
性麻痺再生医療研究センターを設置した。同セン
ターでは既存の医学部附属先端医療学推進センター
臍帯血幹細胞研究班と協働し、臍帯血を利用した再
生医療を開発し、更なるステップに進むことが期待
されている。これまでの実験データからは、広く脳
神経障害の解明を可能とする生化学病態科学的な成
果があがっている。

センター設置までの活動
2016 年から自家臍帯血を用いた臨床研究（「小児

脳性麻痺など脳障害に対する自家（自己）臍帯血単
核球細胞輸血」－細胞バンクで保管されている自家

（自己）臍帯血単核球細胞を用いた輸血の安全性研
究－）を申請し、中国四国厚生支局長の受理のもと
6 症例に自己臍帯血を投与し、安全性と有効性の確
認を行っている。

センター設置の理念と使命
同センターでは、臨床と基礎が一体となり、臍帯

血を利用した再生医療を開発すること及び独自性の

高知大学医学部附属病院

脳性麻痺に対する臍帯血輸血研究
臨床と基礎の協働による臍帯血を利用した再生医
療の開発とセンターの設置

もっと詳しく▶　高知大学　http://www.kochi-ms.ac.jp/~hsptl/
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内視鏡手術動画のビックデータベース構築
現在、我が国では様々な疾患に対し多くの内視鏡

手術が施行されており、その技術の高さは世界中か
ら注目されている。この手術データを一元的に管理
し、アノテーションデータや音声データなどを付加
することで、膨大で高品質な内視鏡データが精製さ
れ、国内のみならず海外に向けた新しい医療産業の
創出になることが期待される。本研究はAMEDデー
タベース基盤事業の支援を受け、国立がんセンター
東病院、北海道大学などと連携して、内視鏡手術動
画のビックデータベース構築を進めている。

AI を活用した高度医療人材育成
新しい医療は、医学に対する飽くなき向上心と社

会のニーズから創出される。AI 医療の開発は医学研
究だけでは成就せず、情報科学や応用工学など多分
野の知識と技術が求められる。AI 医療研究を介し
て高度な医療知識と多分野との協調性を備えた全人
的な医療人を育成することができると考える（図 2）。

AI 医療の社会実装
AI ナビゲーション手術は、将来的にロボット支

援下手術への実装が見込まれる。5G 時代になり高
速情報網が完成すれば、地域医療にも最先端の内視
鏡手術が提供できるようになり、さらには医療発展
途上国への医療技術支援にも展開できると思われる。

図 2．AI を活用した高度医療人材育成
統計数理・情報科学者の育成 エンジニア育成

データデザイニングデータサイエンス

次世代を担う医療と情報工学に
精通した研究者の育成

臨床医学

AIを活用しうる臨床医の育成

研究

Society 5.0 時代の外科医療
約 30 年前に登場した内視鏡外科手術は、それま

での外科手術の常識を変え、急速に発展し、普及し
てきた。その間、IT 産業の飛躍的な進歩に伴いラ
イフスタイルは多様化し、医療においても新時代に
相応した技術開発が求められている。我々はいち早
く人工知能（AI）を用いた外科治療に着目し、研
究と開発を進めてきた。これは、次世代 Society 5.0
時代に相応しい画期的な治療法であり、その取り組
みを紹介する。

AI ナビゲーション手術の開発
我々は、AMED 情報支援手術の支援を受け、福

岡工業大学、オリンパス株式会社と共同し、AI が
術中にリアルタイムで『ランドマーク』（手術の道標）
を教示するシステムを開発してきた。すでに腹腔鏡
下胆嚢摘出術と腹腔鏡下胃切除術において臨床試験
を開始し、実用化に向けた研究を続けている（図 1）。
本研究のコンセプトは特許庁に受理され、知的財産
権を取得している（人工知能搭載内視鏡システム　
特願 2018-044121）。

大分大学医学部附属病院

次世代の AI 活用医療機器開発の拠点形成
AI ナビゲーション内視鏡手術システムの開発と
社会実装

内視鏡映像

ランドマーク教示

図 1．AI ナビゲーション内視鏡手術の開発
AI による術中ランドマーク教示システムを
用いた内視鏡手術（資料：大分大学・福岡工
業大学・オリンパス株式会社共同研究）
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地域医療

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に 
対する感染制御活動
ドライブスルー型 PCR 検査外来、軽症者等宿泊
療養施設、宮城県新型コロナウイルス感染症医療
調整本部の取組み

東北大学病院

療科、総合外科、総合地域医療教育支援部）及び一
部仙台市医師会医師が交代で主にオンコール対応、
毎日の入所者の退所判断のアドバイスを行うほか、
総合地域医療教育支
援部医師により週 3
日の往診も実施して
いる。また、本院看
護師は交代で夜間常
駐し、症状が急変し
た入所者に対応して
いる。

ま た 2021 年 1 月
からは、ホテル入所
者を対象にホテル内
で X 線検査、簡易
的な採血検査を実施
している。

宮城県新型コロナウイルス感染症医療調整本部
冨永悌二病院長を本部長とし、県庁に設置された

本部に 4 名の本院医師をはじめ、仙台市内の宮城県
災害医療コーディネーターを中心とした本院の主要
関連病院の医師が本部員として宮城県庁に交代で毎
日出務し、仙台医療圏の各医療機関と連携しながら、
宮城県及び仙台市職員とともに、COVID-19 新規患
者の病床確保、入院調整、軽症者等宿泊療養施設入
所調整などを行っている。

ドライブスルー型 PCR 検査外来
2020 年 4 年 21 日より宮城県委託事業として「東

北大学診療所」を院外に新たに設置し、ドライブス
ルー方式の COVID-19 の PCR 検査外来を開始して
いる。2021 年 3 月 31 日までに 8475 件の検査（平
均 36.7 名 / 日、最大 125 名 / 日）を実施している。
完全予約制とし、宮城県が作成した予約リストから
本院医事課で東北大学診療所の患者 ID を受診者ご
とに付与し、診療するフレームとしている。検体採
取は本院総合地域医療教育支援部、救急科、耳鼻科、
小児科を中心とした学内医師（一部仙台市医師会医
師）、検体チューブ管理担当は本院看護師（2-3 名 /
日）、問診担当は本院歯科医師（1-2 名 / 日）、その
他の保険証撮影等の補助は初期臨床研修医有志、事
務局スタッフは本院 DMAT など（4-6 名 / 日）が
それぞれ担当してい
る。また、高齢者施
設等のクラスター発
生に対し、行政から
の要望に応じて施設
に出向いての出張
PCR 検査も実施し
ている。

軽症者等宿泊療養施設への医療支援
宮城県からの依頼により、2020 年 4 月 16 日から

COVID-19 軽症者等宿泊療養施設（ホテル）の医療
支援を実施している。2021 年 3 月 26 日からホテル
は 3 か所に増えたが、そのすべてへの支援を継続し
ている。

3 か所合わせてこれまで最大 417 名の入所者に対
する支援を実施している。本院の医師（内科系 5 診

もっと詳しく▶　東北大学病院　https://www.hosp.tohoku.ac.jp/

▲軽症者等を対象とした宿泊療養
施設（ホテル）での医療支援

▶地域の感染拡大防止を
目的に、連日実施してい
るドライブスルー型
PCR検査外来の様子

▲県内のCOVID-19 新規患者に関する様々な調整を担って
いる宮城県新型コロナウイルス感染症医療調整本部
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地域の実情に合った教育機関としての医療機関の
支援
秋田大学総合診療医センターの設置

秋田大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　秋田大学医学部 HP　https://www.med.akita-u.ac.jp/index.php

地域医療

秋田県における地域医療の課題
秋田県は 8 つの二次医療圏が広大な医師少数県で

ある。医師不足は秋田大学医学部の創立（1970 年）
以前からの継続した課題であり、本学は急速に進歩
する医療技術に対応する専門医の育成を急務として、
若手医師の育成に取り組んできた。

一方で、秋田県は全国で最も少子高齢化が進んで
おり、慢性疾患、認知症やフレイルの増加といった
疾病構造の変化に対応する医療体制の整備が必要に
なっている。

本学では、全人的・臓器横断的に患者を診療でき
る次世代の医師の育成を目的として、2013 年に「総
合診療・検査診断学講座」を開設した。また、秋田
県からの委託を受け、同年に「あきた医師総合支援
センター」を設置し、地域枠学生や県内の研修医の
支援を行ってきた。

しかしながら、地域医療を担う実際の総合診療医
の研修体制の整備はまだ十分ではなく、キャリアモ
デルの不足も課題になっている。

総合診療医養成の概要
秋田県、医師会とも連携し、2021 年 2 月に秋田

大学総合診療医センターを設置した。センター長・
副センター長を置き、4 名の指導医を雇用して人材
を集約。総合診療の魅力を発信するとともに、「全
ての医師に必要な総合診療能力」の獲得に重点を置
いた医学教育をさらに推進する。

在学中・卒後・専門研修をシームレスにつないだ
教育体制を地域の医療機関でも提供すべく、広域
ネットワークを構築する（東北日本海側病院連携プ
ログラム）。総合診療医育成の実績のある千葉県亀
田ファミリークリニック館山、宮城県みちのく総合
医療医学センターと連携して、セミナー、症例検討、
個別相談などにより、きめ細やかな専攻医の支援を
可能にする。また、各科専門医となった医師に対し
ても、医師少数地域では専門領域を超えた患者対応
が求められるため、学びなおしサポートを提供し、
総合診療の実践のための新しい生涯学習の拠点を形
成する。
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秋田県がん対策推進計画中間評価に対する県の 
将来像実現を見据えた提言

秋田大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　秋田大学　http://www.hos.akita-u.ac.jp/

地域医療

「地域に貢献し､ 専門分野の特性に配慮した強み・
特色のある分野での取り組み」を掲げている秋田大
学の医学部附属病院として、地域にとって極めて重
要な課題である「がん対策」に、地域のアカデミア
からの観点で深い分析を実施し、第 3 期秋田県がん
対策推進計画中間評価に対して県の将来像の実現を
見据えた積極的な提言を行った。

提言の骨子
（1）秋田県のがんの現状解析
（2）分野別施策状況の把握
（3）全体目標および中間目標の達成状況の評価
（4）県計画および対策の課題の抽出
（5）計画およびアクションプラン見直し提言

県全体患者および医療者を対象としたアンケー
ト調査の実施と解析
・患者自身の主観的評価は極めて重要である。秋田
県がん診療連携拠点病院等の計 12 施設を受診した
患者さん（2,021 名のがん患者さんを含む）および
医療者 2,000 名に対して、アンケート調査を実施し
た。「第 3 期秋田県がん対策推進計画」作成時に行っ
た同一のアンケート調査と比較し、直近の 3 年間の
改善度を解析した。

二次医療圏別・市町村別のがん実態の罹患・死
亡解析の再実施

同様に、「がん罹患率」、「がん標準化死亡比（SMR）」
および「がん早期診断割合」について、二次医療圏
別・地域別に直近の 3 年間の改善度を解析した。

【がん患者・医療者に対するアンケート調査】

施策・指標マップ　がんの予防（中間評価時）

性別部位別年齢調整死亡率（全国との比較）
全年齢・2015年 全年齢・2018年

自分の受けた医療は100点満点中何点になると思いますか？

2020年

2017年

何ら支障なく、紹介先の医療機関を受診できたと思いますか？

2017年
2020年

秋田大学医学部附属病院はがん診療の連携体制の整備構築
の役割を十分に担っていると思いますか？

2017年

2020年
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もっと詳しく▶　蔵王協議会　https://www1.id.yamagata-u.ac.jp/MIDINFO/zaokyogikai/

地域医療

データ分析と政策提言
医療提供体制改革のための合意形成に不可欠なエ

ビデンスは、本学大学院医学系研究科医療政策学講
座で調査・分析している。同講座では、2012 年度
以来、県内の全ての DPC 病院・準備病院から DPC
データを収集し、データベースを構築してきた。
2020年度には、DPC病院・準備病院だけでなく、デー
タ提出加算算定病院からも DPC 準拠データを収集
し、 合 計 37 病 院（ 県 内 全 一 般 病 院 53 病 院 の
69.8％）をカバーしたデータ分析を行っている。

それ以外のデータ収集・分析も含め、各種調査研
究を継続的に実施し、医療提供体制の全県域的な現
状把握を行っており、それらのエビデンスに基づい
て、地域における当院自身の役割分担や連携のあり
方を検討するとともに、大学から行政や医療機関に
対して将来像を提示するなど、政策提言を行ってい
る。

○ 関連医療施設部会

蔵王協議会

蔵王協議会運営組織

○ 研修部会

○ 評価・企画・広報部会

山形地域医療構想委員会

山形県専門医制度対応委員会

山形医師適正配置委員会

行政や医師会と連携した地域医療の中心的な役割
蔵王協議会を通じた連携の推進 
エビデンスに基づく協議と将来像の提示

山形大学医学部附属病院

蔵王協議会について
山形大学医学部では、2002 年から、山形県健康

福祉部、山形県医師会などの関係団体、関連病院会
（2021 年 2 月時点で 84 医療機関）とともに「蔵王
協議会」を組織し、県全体での連携強化に取り組ん
でいる。蔵王協議会の「関連医療施設部会」には「山
形医師適正配置委員会」が設置され、本委員会で医
師の派遣要望への対応など、異動の調整を行ってい
る。同部会には「山形地域医療構想委員会」も設け
られており、両者の整合的な検討と対応を進める体
制を整備している。

それぞれの病院の診療機能は医師の配置と表裏一
体で捉える必要があることから、地域への人材供給
源である大学病院を中心として、関係者が連携し、
地域全体で見た医療ニーズと、そこで確保すべき診
療機能に応じて、医療提供体制の見直しと医師の適
正配置が整合性をもって実現できるよう、協議を進
めている。

地域医療構想調整会議等への積極的な関与
地域医療構想について、病院長が当院の所在する

構想区域の調整会議だけではなく、県全体の調整会
議（地域医療構想病床機能調整推進部会）にも参加
し、全体的な調整に携わっている。また、医療政策
学講座教授が「山形県地域医療構想アドバイザー」
に任命されており、県全体及び各地域での協議に際
して、患者の受診行動や病院の診療機能に関する
データ分析を踏まえ、現状の課題と将来の方向性を
示すなど、助言役を担っている。

また、厚生労働省から再検証要請の対象となった
公立病院を含め、県内各病院の経営改革の検討委員
会等にも病院長や医療政策学講座教授等が参加して
おり、県内の医療提供体制改革に積極的に貢献して
いる。
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地域医療

地域医療連携部（令和 3 年 4 月から患者支援部に
改組）では、社会人の学びの場として、「メディカ
ルイノベーション戦略プログラム」を行っている。
また、2 つの履修証明プログラム「地域療養設計管
理者養成プログラム」、「遠隔医療マネジメントプロ
グラム」も継続して行っている。

「メディカルイノベーション戦略プログラム」
このプログラムは、労働者の雇用対策に寄与する

ために開発中のものである。医療・介護にまつわる
分野にイノベーションを起こす人材を育成すること
により、医療・介護に関わる技術開発の労働ニーズ
の裾野を広げることを目的としている。講義では、
座学だけでなく、演習として事業やアプリの評価、
異業種の人とのコミュニケーション、プログラミン
グなども学ぶ。このプログラムの参加者は、医療、
介護における現場の人や企業の経営やエンジニアな
ど様々な職種である。

履修証明プログラム　「地域療養設計管理者養
成プログラム」

このプログラムでは、地域で療養する人々が安心
して暮らせる社会をサポートすることを目的として
いる。在宅医療に必要な知識や地域の住民を巻き込
みながら療養を支えるための知識を学ぶ。ケアマネ
ジャー、看護師、マッサージ師など様々な職種が参
加しており、なかには定年後に市民活動をしている
人の参加もある。

履修証明プログラム　「遠隔医療マネジメント
プログラム」

このプログラムでは、オンライン診療に関心の薄
い医療・介護現場の人たちと最新の技術を持ってい
る技術者やベンダーとのギャップを埋めることがで
き、双方の考え方や問題点を理解し、橋渡しのでき
る人材の育成を行っている。このプログラムの参加
者の職種は、医師、薬剤師などの医療系、エンジニ
アなどの技術系、ベンダーなどである。

社会人のスキルアップのための学びの場の提供
「メディカルイノベーション戦略プログラム」と
２つの履修証明プログラム

千葉大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　メディカルイノベーション戦略プログラム　https://www.ho.chiba-u.ac.jp/chiiki/medicalinovation/
　　　　　　　　履修証明プログラム　https://chiba.risyu.net 

■対象

医師、薬剤師、技術者、
ベンダー

■対象
ケアマネジャー、看護師、

介護士、薬剤師、地域活動家、
マッサージ師、行政職など

人材育成により医療・介護の質の向上、
医療・介護の地域格差解消に貢献

労働者のニーズに対応した雇用
対策として効果的で必要性の高い
プログラムを提供することを目的
としている

遠隔医療を中心に医療にイノベー
ションを起こし、医療分野の雇用先
を広げる人材を育成

ICT化された後にある未来を明示で
きる人材育成

地域療養設計管理者
養成プログラム 

遠隔医療マネジメント
プログラム 

スキルアップ、イベント開催 起業、研究・開発 
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地域医療

地域の拠点病院としての役割
高度医療の提供 
地域医療への貢献

信州大学医学部附属病院

高度医療の推進
○競争的資金や企業からの資金を研究者が獲得する
際の支援を目的として、2020 年 7 月、臨床研究支
援センター内に新たに研究企画支援部門を設置した。
企業治験誘致活動の活性化及び臨床研究水準の向上
に寄与した。

高度ながん医療の推進
○信州がんセンターと遺伝子医療研究センターを中
心にがんゲノム医療体制を構築し、全県的ながん組
織バンク構想に向けて準備を進め、2020 年 7 月、臨
床検査部の協力のもと「バイオバンク信州」（図表 2）
を、がんゲノム医療体制の一環として、信州がんセ
ンター内に「がんゲノム医療部」（図表 3）を立ち
上げた。バイオバンク信州においては、2020 年 8
月末には第一例を実施した。引き続き、学内外の医
学・薬学研究に最適な研究基盤を提供するため、効
率的な医学・医療の研究・発展に貢献に努めている。

○がんゲノム外来、遺伝子パネル検査（エクスパー
トパネル）の症例数を増やし、1 年間で約 100 例を
実施し、がんゲノム医療の診療体制の充実を図った。

（図表 1）

地域医療の推進
○長野県の救急災害医療の最後の砦として、高度救
命救急センターが重症救急患者の救命と社会復帰に
取組んでいる。診療科横断による高度な救急医療、
救急搬送の受入れ、現場へのドクターヘリによる早
期治療介入を行った。

○長野県の新生児医療の中核的役割を担い、自施設
で出生した新生児に加えて他院から重症の新生児搬
送を受け入れた。

○長野県の周産期基幹病院及び地域週産期母子医療
センターとしてハイリスク妊娠と産科救急疾患の管
理を担い、産後重篤症例を含む母体搬送に対応した。

（図表 2）

（図表 3）
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地域医療

大規模災害に備えた体制の再整備
災害対策推進室の設置および災害対策CNの配置 
～大規模災害に備えた取組み～

三重大学医学部附属病院

災害対策推進室の設置および災害対策コーディ
ネーターの配置

三重大学医学部附属病院では、大規模災害に備え
院内の体制づくりを再整備するため 2020 年 2 月に

『災害対策推進室』を設置した。
また、新たに病院長特命補佐（災害対策推進担当）

を任命し、災害対策推進室長として院内体制の再整
備等を行うこととなった。

その取組みの一つとして、院内の防災・減災対策
の推進を図るため、『災害対策コーディネータ―』
を 2020 年 4 月に採用し、防災物品等の見直しや防
災訓練の充実など体制整備を行った。

防災訓練など各種訓練の充実
災害対策推進室を中心に、2020 年度から訓練内

容を見直し、各種訓練を実施した。
・災害対策本部訓練
・栄養診療部・委託給食会社職員の津波避難訓練
・精神科病棟の防災訓練（DMAT・DPAT も参加）
・津波避難訓練～情報伝達訓練～（リモート）
・�新型コロナウイルス×地震のダブル災害を想定し

た多数傷病者受入訓練
・ドローン情報収集訓練（災対本部へ映像転送）
・�火災訓練（はしご車訓練、初期消火訓練、地震体

験車）
・安否確認通報訓練

災害時の『ドローン』活用ための職員養成
災害時の被害等を把握するため、2 機の『ドロー

ン』を整備した。また、災害時でのドローン活用を
想定し、災害対策推進室メンバーを中心に多職種職
員 13 名が、ドローン操縦に必要な『操縦技能認定証』
を獲得した。
◆ドローン操縦技能認定者 13 名◆

医師 2 名　看護師 1 名　メディカルスタッフ 2 名
事務 8 名

もっと詳しく▶　三重大学病院　https://www.hosp.mie-u.ac.jp/
　　　　　　　　　　　　　　　https://www.youtube.com/channel/UCdEA7-EM94qraJB9kK0NpAw/videos

ミーベとミッピ（防災バージョン）
（三重大病院公式キャラクター since2020）

【ミーベ】

【ミッピ】
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地域医療

地域医療における当大学の取り組み
多職種の人材養成およびメディカル ICT の充実

大阪大学医学部附属病院

地域医療供給体制の整備
大阪大学医学部附属病院では、これまでも大阪府

内をはじめ、近隣他府県からの患者さんに医療を提
供する特定機能病院および高度先進医療機関として
の役割を担ってきた。さらに2008年にドクターヘリ、
2019 年にドクターカーを導入した事により、より
広域の患者様に対して、医師が診察するまでの時間
を短縮し、いち早く治療にあたれるようになった。

COVID-19 流行下では、院内感染対策や医療安全
に留意しながら、大阪府の重症新型ウイルス感染症
を診療する病院として地域医療における重要な役割
を担ってきた。

地域がん診療連携拠点病院、大阪府てんかん診療
拠点機関など、様々な専門領域に関しての医療機関
の承認を得ており、各々センターを介しても地域医
療への貢献を図っている。

当院で行っている地域医療に携わる人材育成や、
地域連携において正確で効率的な情報共有に必要な
ICT システムについて説明する。

地域医療構想を推進するための多職種における
人材養成

高度化した医療の現状において、地域との連携・
多職種での連携はとても重要なキーワードとなって
くる。退院後の生活を想定し、患者様に応じた医療
福祉体制の提供を行っていくためには、地域医療・
医療福祉制度に精通した看護師・医療社会福祉士の
育成が不可欠である。当大学では、これまでにも在
宅看護専門看護師の育成において、大学院への入学
支援を行い、認定試験までのサポートをするといっ
た人材養成を行ってきた。現在、医療社会福祉士の
質・量ともに向上すべく、研修や教育にも力をいれ
て取り組んでおり、医療社会福祉士のキャリアパス
の導入も検討している。

ICT を用いたメディカルネットワークシステム
のデザインおよび拡大にむけての整備

地域医療の連携および診療情報提供体制整備を目
的に、当院と地域医療機関との間にメディカル ICT
を活用したネットワーク（阪大ネット ) をデザイン
し、2017 年 3 月 1 日より運用開始している。現在
までに 3 病院が診療情報の相互閲覧可能であり、3
病院 16 クリニックが当院の情報閲覧が可能な状態
である。これは患者同意のもとで当院の患者情報を
連携施設においても共有できるシステムであり、今
のところは二次医療圏の病院、診療所が主な提携先
となっており、今後も提携病院を増やしていく予定
である。厚生労働省「医療情報システムの安全管理
に関するガイドライン」に準拠したセキュアなネッ
トワーク回線を用いての情報通信を行っている。

もっと詳しく▶　大阪大学医学部附属病院　https://www.hosp.med.osaka-u.ac.jp/

ID-Link サービスを用いた阪大病院ネット

患者からの利用同意取得※ 

連携施設登録
（病院、診療所）

患者カルテ情報 
・処方内容 
・検体検査結果 
・検査画像 
・診療時作成された文
書 
など 

大阪大学医学部
附属病院

連携施設 

※患者側からかかりつけ医に見られたくない
情報を非公開にすることも可能 
また患者は利用同意をいつでも撤回できる 
（当該施設での閲覧は停止となる） 
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地域医療構想の推進に向けた中心的役割
県内における診療情報の収集・分析を行うシンク
タンク機能のとしての取り組み

神戸大学医学部附属病院

地域医療構想の推進に向けた、圏域全体で悉皆
性の高い最新データでの分析の必要性

地域医療構想の推進に向けて、厚生労働省では病
床機能報告の診療実績データを元に分析を行い、
2019 年 9 月に、具体的対応方針の再検証要請対象
医療機関を公表し、地域でのさらなる議論を要請し
た。その際に分析された診療実績は 2017 年 6 月の
一ヶ月分データであったため、季節変動などの影響
や現状の医療機能の実態と一致していない可能性、
地域での特性が加味されていないなどの指摘が多く
みられた。

そのため、なるべく最新のデータ、季節変動や偶
然の誤差が少ない年間データ、県全体での悉皆性が
高いデータを用いて、細かな疾患別や診療行為別の
将来患者推計なども含めた分析を行うことが、地域
での議論を行う上では有用であるとの意見が挙がっ
てきていた。

そこで、地域の医療機関での機能分化や再編統合
には大学病院も大きく関係することから、診療実績
等の分析を含めたシンクタンク機能を「情報分析推
進室」が担うこととし、地域医療構想の推進に向け
た中心的役割を担っていく体制を整えた。

県全体の DPC データを収集
年間での診療実績を分析するためのデータはいく

つか考えられたが、まずは主に急性期医療について
分析する方向性であることや、各病院も厚生労働省
等に提出しているために準備しやすい DPC データ
を提供いただくこととした。このデータ収集におい
ては、県全体での悉皆性を高めることが特に重要で
あるため、県、県医師会、県病院協会、県民間病院
協会にも丁寧な説明を行い、協力を得て対象病院へ
依頼を行った。結果として 2020 年度に収集を行う
対象となる 257 病院のうち 250 病院からのデータ提
供承諾を得ることができ、承諾率は 93.7％、病床数
ベースでは 98.7％と非常に高く、悉皆性の高いデー
タベースの構築を行った。

分析結果のフィードバック・活用
情報分析推進室にて分析した結果のフィードバッ

クや活用方法については、兵庫県地域医療構想アド
バイザーを務める副室長が、県や県医師会などが主
催する研修会、及び地域医療構想調整会議にて直接
説明し、地域での議論の活性化を進めるとともに、
データ提供に協力していただいた病院に対しても、
資料郵送及びホームページで分析結果の公開をして
おり、地域医療構想の推進に向けての活用に加え、
自院の立ち位置を知るベンチマークや今後の経営に
向けて参考となる形でのフィードバックも行っている。

特に 2020 年度は COVID-19 による県内での一般
診療への影響についての分析も行い、2020 年度第 1
四半期において前年同期比で入院患者数は約 20%
減少、特に 14 歳以下の小児は約 40% 減少していた
ことや、各圏域においてこれらの影響は傾向が違う
ことなどの分析結果を速報し、医療計画への新興感
染症対策の追加を検討するにあたっての有用なデー
タを提供するとともに、そのような事態が今後また
おきた場合を想定した各病院の経営戦略立案の参考
となる分析結果を提供することができた。

今後も 3 ヶ月ごとに最新のデータを収集し分析を
進めて行きながら、情報面からも地域医療への貢献
を進めて行く。

もっと詳しく▶　神戸大学医学部附属病院情報分析推進室　https://www.hosp.kobe-u.ac.jp/ciap/
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自治体・地域医療機関との連携等を強化し、地域の医療安全・
感染対策や大災害時における危機管理に積極的に参画する
災害医療・危機管理センター（DiMCOC）の設置 
災害緊急時の司令塔機能強化の取り組み

島根大学医学部附属病院

災害医療・危機管理センター（DiMCOC）の役割
Disaster Medical Crisis Operations Center

島根大学医学部附属病院では、近年の災害発生頻
度の増加に伴い、災害医療を組織的に展開するため
の部署として、「災害医療・危機管理センター

（DiMCOC）」を設置した。
当センターの目的は、災害時と院内緊急事態時に

おける初動とその対応を迅速かつ的確に実施し、現
場の混乱を引き起こすことなく適正な医療を継続さ
せることにある。本目的を達成するためにセンター
機能として、①災害発生時の指揮とマニュアル業務
の遂行、②平時の災害対策準備、③災害対策教育（災
害対策訓練）の実施、④業務継続計画（BCP）、院
内災害対策マニュアルの管理と改訂の 4 つを挙げ、
これを遂行するための 4 つのユニットを設置した。

センターを構成する 4 ユニット
当センターは災害医療の専門医を中心に以下の 4

つのユニットで構成した。
（1）災害時診療対策ユニット
（2）緊急被ばく医療専門ユニット
（3）災害時施設対策ユニット
（4）外部調整ユニット
災害時診療対策ユニットは、災害および院内緊急

事態時に診療全般を指揮するユニットで、DMAT
や小児周産期リエゾンの調整、院内診療チーム、
NBC 災害テロ対策チームの統括を行う。緊急被ば
く医療専門ユニットは、原子力災害を担当するユ
ニットである。本院は、原子力災害拠点病院に認定
されており、島根県で発生した原子力災害医療の中
心的役割を期待される施設である。災害時施設対策
ユニットは、災害時の院内設備の管理・統制と院内
の災害訓練の企画・立案を実施する。近隣で発生し
た大規模災害時には傷病者収容スペースの確保を行
う。外部調整ユニットは、地方公共団体（市、県、国）
等との連携調整を図る部門で当センターの事務機能
の中枢である。

院内災害訓練による BCP 改訂の取り組み
院内災害訓練を基に年 1 度 BCP の改訂（現在、

改訂第 5 版）を行っている。出雲市を中心とした大
規模地震災害を想定した訓練を実施した。出雲市内
で震度 6 強の地震が発生した場合の院内初動とその
後の救護活動に向けての院内業務手順の確認とシ
ミュレーションを行った。

確認事項として、①発災直後の DiMCOC 災害初
動本部（15 分以内に設置）の設置と初動対応、②
災害対策本部の設置、③救急対応機能としての現地
診療調整本部の設置、④トリアージ・診療エリアで
の緊急時医療実施（検査・輸血オーダー、手術対応、
緊急 IVR 対応、入院の流れ）を評価し問題点を抽
出して BCP 改定の基礎データとした。周辺災害拠
点病院や県との衛星通信訓練を実施している。

また、原子力災害に対する広域訓練も実施し、県
と連携した被ばく患者の受け入れ体制を整備した。
原子力災害時には原子力災害医療派遣チームの派遣
用衛星通信車両を整備し、広域通信網を確立した災
害医療に対応する体制を整備している。

もっと詳しく▶　島根大学医学部附属病院 DiMCOC　https://www.med.shimane-u.ac.jp/dimcoc/

災害医療・危機管理センター体制 

病院長(統括本部長) 

災害時診療対策 
ユニット 

災害時施設対策 
ユニット 

災害医療・危機管理センター 

DMAT調
整チーム 

院内診療
チーム 

小児周産期
リエゾンチー

ム 

NBC災害・ 
テロ対策
チーム 

院内災害 
訓練チーム 

院内設備・ 
資機材整備 

チーム 

DMAT運用 小児周産期 
リエゾン調整 

災害時診療統括 
院内緊急事態対応 

NBC災害・テロ対応 院内災害訓練・防災
訓練の企画・実施 

災害時設備管理 
災害時資機材管理 

外部調整 
ユニット 

県、市、保健所、自衛隊、 
文科省等との調整 

NMAT調
整チーム 

緊急被ばく医
療専門ユニット 

NMAT運用、緊急 
被ばく訓練 

※Nuclear Biological Chemical 

副病院長 
（安全管理担当） 

センター長 
副センター長 

災害対
策事務
担当
チーム 

センターに関
する事務業務 

院内災害対
策ﾏﾆｭｱﾙ策
定チーム 

院内災害対策
ﾏﾆｭｱﾙ管理 

災害対策本部と災害救急
指揮を執る現地診療調整
本部をネットワーク映像
でつなぎ指揮命令系統を
構築した様子。

トリアージエリア（赤）
での診療準備の様子。本
部の指揮の下、受け入れ
体制を構築している。
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新型コロナウイルス感染症対策への取り組み
安心して医療を受けていただくために

山口大学医学部附属病院

山口大学医学部附属病院では、新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）に関して、2020 年 1 月 30
日に世界保健機関（WHO）が「国際的に懸念され
る公衆衛生上の緊急事態」を宣言し、国内で感染が
確認されつつあるなか、山口県内での流行期に備え
た体制と対策の整備を行ってきた。

まず、2 月 19 日に新型インフルエンザ等緊急対
策本部を設置し、同月 25 日に対策会議において本
院の基本方針を決定した。

【基本方針】
・�地域流行期においても高度救命救急医療、高度先

進医療を継続的に提供する。
・�他病院での治療が困難な新型コロナウイルス感染

症の重症患者の受入れを行う。

COVID 対策チームの設置
高度医療を提供するという本院の使命と基本方針

を実行するため、4 月 15 日に多職種からなる
COVID 対 策 チ ー ム「YUMECO」（Yamaguchi 
University Medical COVID-19）を設置した。同チー
ムでは、新型コロナウイルスと共生する環境におい
て、これまでどおりの医療を提供するために、感染
対策をはじめ、感染症患者の受け入れ体制、PCR
検査体制、医療従事者の健康管理など、各種対策の
検討と実現に取り組んでいる。本年 1 月には、今後
のワクチン接種のための体制整備に関する部門を設
置し、対策の検討を行っている。

新型コロナウイルスを
持ち込まない・見逃さない・拡散させない

この3つの言葉を基本に水際対策を行ってきました。
・面会禁止
・病院施設への入館制限

入館時の検温と手指消毒のほか、入館者全員に対
し入館者確認票によるチェックを行い、風邪症状や
本院の指定する地域からの移動者をトリアージし入
館必要性を判断している。

PCR 検査体制の整備～入院前 PCR 検査の実施
2020 年 4 月中旬からは、新型コロナウイルス感

染症の疑似症例に迅速に対応するための PCR 検査
体制の整備を始めた。感染拡大への対応、そして無
症状・無症候感染者の入院患者の手術や検査による
原疾患の重症化や院内感染を防ぐため、検査体制を
充実させ、6 月 15 日からは手術や分娩前患者に対
して入院前 PCR 検査を開始した。また、8 月 3 日
からは全入院患者まで対象を拡充した。更には、入
院患者への負担等を考慮し、本年 2 月 1 日からは入
院当日の PCR 検査も実施している。

もっと詳しく▶　山口大学　http://www.hosp.yamaguchi-u.ac.jp/

区分 診療 
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山口大学医学部附属病院 COVID 対策チーム（YUMECO） 

※YUMECO：YAMAGUCHI UNIVERSITY MEDICAL COVID-19 

YUMECO の使命 

地域流行期においても，本院が基幹病院としての診療機能と新型コロナウイルス感染症に対応する
機能を並列に運用することを実現する。 

YUMECO の業務 

本院の使命の実現に向け、多面的な課題を優先度に応じ多職種で迅速に解決する。 

チームリーダー：感染制御部長 

チームメンバー：感染制御部（医師，看護師，薬剤師，検査技師，事務職員） 

医師、看護師，放射線技師，検査技師，薬剤師，栄養士，事務職員 

YUMECO 

病院長（緊急対策本部長） 

重症対応・ 

手術部門 

・外科手術の
運用 

・救急・重症
対応 

入院診療体

制整備部門 

・病棟・病床
再配置 

・既存部署の
移転症対応 

外来診療体

制整備部門 

・診療ルール
策定 

・診療体制の
シフト 

・病院施設入
館制限 

・エリア区分
の立案 

医療機器・材
料・薬品・検
査体制部門 

・医材・薬品
の確保 

・防護具使用
適正化 

・検査体制の
強化 

職員管理・ 

地域連携部

 ・適正な人員
配置 

・健康管理体
制強化  

・労災・手当 
・医療連携の

推進 

感染症病棟 

管理部門 

・病棟運用規
則策定  

・病棟内備品
整備 

・入院輪番制
の運用 

・高リスク患
者選定 

ワクチン接種

体制管理部門 

・ワクチン接
種の体制整
備 

・接種の希望
調査 

・ワクチンの
管理，準備 

2020年 2021年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

※1：各診療科の輪番による検体採取　　　※2：各診療科の輪番による勤務

発熱トリアージ外来設置・・・発熱，COVID19疑い症例のある外来患者，職員，学生を診察 
2/28（1室）         5/7（1室→3室） 
                 5/18（3室→5室） 

面会制限 面会禁止  入院患者荷物の受け渡し方法の変更 
3/6    3/12      5/1 時間と場所を限定（平日14:00-17:00） 

入館制限開始・・・入館者全員の検温，入館者確認票チェック          
3/9～入院患者、新規外来患者、付添者のみ 6/23～（緩和）入院患者、新規外来患者、付添者のみ   
           5/7～（強化）全員          8/1～（強化）全員 

電話再診による処方 
3/13 

院内PCR検査開始  手術前，分娩前患者のPCR検査開始                    24時間体制整備 
4/13～（1日5件）  6/15～（1日40件）                          12/11～ 

全患者入院前PCR検査開始                  入院当日PCR検査 
8/3～（1日80件）9/1～（1日100件）                  2/1～ 

感染症病棟設置（25床）                        先進救急医療センター（AMEC3）改修    重症病床（2床） 
5/18～                                    10/1 陰圧室増床（2床→5床）          ICU 1/1～ 

学生・職員の診療体制整備 
7/22～ PCR検査を希望する学生・職員への対応開始 

新型コロナウイルス感染症患者の診療業務に従事する職員に対する配慮 
濃厚接触者（疑い）の宿泊施設、帰宅困難者の宿泊施設、危険手当の支給など 
5/22 通知                                     12/16 改訂版通知 

YUMECO（Yamaguchi University Medical COVID-19） 
4/15～ 多職種からなるCOVID対策チーム 部門に分かれ課題解決に向けた対応を検討・実施 

※1 輪番体制 

※2 輪番体制 

緊急事態宣言１ 
4/16～5/25 山口県対象 

緊急事態宣言２ 
1/8～ 山口県対象外 
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キャリア形成を支援する体制の整備
臨床教育研修支援部の充実 
各センターをシームレスに繋げ、機能的に

香川大学医学部附属病院

本年は新型コロナウイルス感染拡大に伴い、様々
な地域医療に関する行事が中止となり、地域医療ス
ピリットの開催も中止を余儀なくされた。その分、
県内で勤務している自治医大卒業医師と本院の若手
医師が意見交換できる場を設けたり、県内で総合診
療専門医を目指している専攻医による地域医療セミ
ナーを開催し、総合診療に対する正しい知識や、内
科専門医とは違った診療のアプローチ、患者との関
わり方について研修した。

待ったなしの働き方改革に対応すべく、特定行
為研修センターを新たに設置

2024 年 4 月の新時間外労働規制の適用を受け、
医師の労働時間短縮の取り組みとそれに関わる特定
行為の充実に向け臨床教育研修支援部に新たに特定
行為研修センターを設置した。特定行為研修の教育
と、研修を受けた看護師の特定行為実践を支援する
部門を設け、効率的な実施と運用がなされるように
配慮している。将来的には県下の様々な病院、在宅
などで特定行為を実践できる看護師を養成できるよ
う、体制を整備していく予定である。

臨床教育研修支援部として各センターを統合的
に管理・運営

地域医療教育・地域枠学生の支援を主に担当する
地域医療教育支援センターと卒後臨床研修センター
の連携を強化することで、研修医数や入局者数の増
加を図り、ひいては香川県内への若手医師定着を促
進するため、県とも共同して地域医療スピリットの
開催や、地域で活躍している医師を招いて定期的な
地域医療セミナーを開催するとともに、学生たちの
意見も参考にしながら、初期臨床研修プログラムの
充実、改善を図っている。

さらに、5、6 年次の学生医師に対して、当院の
卒後臨床研修プログラムの説明を行うとともに、初
期研修先の希望調査や、プログラム内容に関する不
安や将来専攻する診療科の選択に関する相談など、
きめ細やかに対応することで多くの学生に本学のプ
ログラムを選択してもらえるよう努力している。さ
らに、地域枠学生・卒後研修医には県の策定してい
るキャリア形成プログラムの内容を繰り返し周知す
ることで、自身のキャリア形成と県が想定している
地域の医師不足解消に対する取り組みに乖離が生じ
ないように努めている。

臨床教育研修支援部 

地域医療教育支援
センター 卒後臨床研修センター 医師キャリア支援

センター 特定行為研修センター 
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キャリア形成を支援する体制の整備 

臨床教育研修支援部の充実 
各センターをシームレスに繋げ、機能的に 

香川大学医学部附属病院 

 
 
 

大学病院外観写真 
JPG 300dpi以上としてください 

JPGデータを別に提出してください。 

臨床教育研修支援部として各センターを統合
的に管理・運営                    
 地域医療教育・地域枠学生の支援を主に担当する
地域医療教育支援センターと卒後臨床研修センター
の連携を強化することで、研修医数や入局者数の増
加を図り、ひいては香川県内への若手医師定着を促
進するため、県とも共同して地域医療スピリットの
開催や、地域で活躍している医師を招いて定期的な
地域医療セミナーを開催するとともに、学生たちの
意見も参考にしながら、初期臨床研修プログラムの
充実、改善を図っている。 
 さらに、5、6年次の学生医師に対して、当院の卒
後臨床研修プログラムの説明を行うとともに、初期
研修先の希望調査や、プログラム内容に関する不安
や将来専攻する診療科の選択に関する相談など、き
め細やかに対応することで多くの学生に本学のプロ
グラムを選択してもらえるよう努力している。さら
に、地域枠学生・卒後研修医には県の策定している
キャリア形成プログラムの内容を繰り返し周知する
ことで、自身のキャリア形成と県が想定している地
域の医師不足解消に対する取り組みに乖離が生じな
いように努めている。 
  

本年は新型コロナウイルス感染拡大に伴い、様々な
地域医療に関する行事が中止となり、地域医療スピ

リットの開催も中止を余儀なくされた。その分、県
内で勤務している自治医大卒業医師と本院の若手医
師が意見交換できる場を設けたり、県内で総合診療
専門医を目指している専攻医による地域医療セミ
ナーを開催し、総合診療に対する正しい知識や、内
科専門医とは違った診療のアプローチ、患者との関
わり方について研修した。 

 
待ったなしの働き方改革に対応すべく、特定
行為研修センターを新たに設置 
 2024年4月の新時間外労働規制の適用を受け、医
師の労働時間短縮の取り組みとそれに関わる特定行
為の充実に向け臨床教育研修支援部に新たに特定行
為研修センターを設置した。特定行為研修の教育と、
研修を受けた看護師の特定行為実践を支援する部門
を設け、効率的な実施と運用がなされるように配慮
している。将来的には県下の様々な病院、在宅など
で特定行為を実践できる看護師を養成できるよう、
体制を整備していく予定である。 
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肝がん対策事業
産官学一体となった多職種連携で取り組む肝がん
対策

佐賀大学医学部附属病院

肝疾患センターの設置
佐賀県は全国でも肝がん患者が多く、肝がん粗死

亡率がワースト 1 位という状況が長年続いていた。
肝がんの主な原因である B 型肝炎・C 型肝炎の感
染率も高いことから、県を挙げての対策として
2012 年 1 月に当センターが設立された。

これまで佐賀県や市町の行政機関、医師会や肝疾
患専門医療機関、また保険者や企業等の関係団体と
連携して肝炎対策に取り組み続け、肝がん粗死亡率
の大幅な改善（2018 年に 20 年ぶりにワースト 2 位。
2019 年はワースト 12 位）に成功した。

（1）佐賀方式の疾病対策モデルの構築
B 型・C 型肝炎ウイルスによる慢性肝炎や肝硬変、

肝がんによる死亡数を減少させるためには、肝炎ウ
イルス検査を「受検」し、検査結果で感染が疑われ
れば精密検査を「受診」し、そして抗ウイルス治療
を「受療」し、さらに治療後も定期的な肝がんサー
ベイランス（腹部画像検査）を継続する「フォロー
アップ」という 4 ステップに加え、日常生活での感
染対策やワクチン接種などの「予防」の合計 5 つの
ステップが適切に進むことが肝要である。佐賀大学
は全国に先駆けてこの疾病対策モデルを構築し、ス
テップごとの対策を推し進めた。このモデルは全国
でも取り入れられ、現在では肝炎対策の標準モデル
となっている。

「予防→受検→受診→受療→フォローアップ」

（2）肝炎医療コーディネーターがつなぐ産官学
の連携

2011 年度から厚生労働省の推進事業として、肝
炎医療コーディネーターの育成が始まった。看護師、
保健師、保健所や市町の行政職員、医療機関や調剤
薬局の薬剤師、事務職員、管理栄養士、MSW、社
会保険労務士の幅広い医療系の職種や患者会などで
ある。主な活動内容は市民や患者等への啓発活動・
情報提供、相談支援・助言、就労や治療と仕事の両
立に関する支援、専門医とかかりつけ医間の橋渡し
的な役割など、多岐に渡っている。佐賀県でも
2020 年度までに 1,575 名が養成されており、さまざ
まな場面で活躍している。

この取り組みは厚生労働省からも注目され、2017
年度から肝炎等克服政策研究事業で肝炎医療コー
ディネーターの活躍を促進する研究班が立ち上げら
れ、その代表も務めている。

さらに、肝がん死亡率世界 1 位であるモンゴル国
へ、肝炎医療コーディネーターの養成や指導等の技
術支援を行っている。

残された課題と今後の展望
肝炎ウイルス対策を一層強化しつつ、肝炎対策で

培った知見やノウハウ、肝炎医療コーディネーター
等の人的資源、連携（行政・医療機関・健診機関）
を活用して、新たに問題となっている脂肪肝由来の
肝がんに対する新たな疾病対策モデルを作成し、地
域と一体となって更に対策を強化する必要がある。

もっと詳しく▶　佐賀大学医学部附属病院肝疾患センター　https://sagankan.med.saga-u.ac.jp
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情報通信技術活用による新たな遠隔医療システム
の構築
長崎大学病院をキーステーションとした多施設連
携病理遠隔診断ネットワーク

長崎大学病院

病理医不足に対する遠隔病理診断の必要性
全国的に病理医は不足しており、常勤医師の高齢

化も進んでいる。長崎県においても病理医不足は顕
著であり、常勤医を確保できない施設は少なくなく、
高度医療を担う医療機関においても複数の常勤医が
勤務する施設はまれである。したがって病理医の異
動や定年はたちまち病理診断業務に支障をきたす。
このため少ない人数でも効率的で質の高い病理診断
システムの構築と若手病理医の効果的な教育システ
ムが必要である。これに対し、バーチャルスライド
システムを利用した遠隔病理診断が期待されている
が、我が国においては一部の地域を除き普及してい
ない。このたび長崎大学病院では、人事異動に伴う
病理医不足を経験し、これを機に長崎県全域の拠点
病院に勤務する病理常勤医参加による遠隔病理診断
支援ネットワークを構築した。

県内全域の病理医が参加する
多施設連携病理ネットワークの構築

長崎県では地域医療情報ネットワーク「あじさい
ネット」が県全域で利用されている。常勤病理医が
勤務する全拠点病院が本ネットワークに参加してい
ることから、各対象病院の病理診断室に専用の病理
診断入力端末を設置し、「あじさいネット」の IP-
VPN（Internet Protocol-Virtual Private Network）
で接続された高度暗号化回線を経由して、長崎大学
病院内の病理診断支援システム（サクラファイン
テック社）とバーチャルスライドシステム（フィリッ
プス社）に接続した。本端末上で診断依頼内容の確
認、スライド検鏡あるいはバーチャルスライドによ
る病理診断を実施し、病理診断支援システムに診断
所見を入力する遠隔病理診断支援業務を 2020 年 5
月より開始した。診療報酬は連携病理診断にて算定
し診断実績に応じ各施設へ配分している。また、「あ
じさいネット」の診療情報共有機能により、依頼病
院の診療録も共有しているため、必要に応じカルテ
内容を把握した診断が可能な点も特徴である。

遠隔病理診断ネットワークの実績と将来性
徐々に対象医療機関を拡大し、長崎大学の 4 病理

教室および 8 病院と 1 病理診断診療所の 13 組織が
参加している。2021 年 1 月時点での診断実績は、
組織診 8,008 件、細胞診 1,385 件である。今後、新
たな病理医不足医療機関の支援はもちろんであるが、
診断困難事例の多施設共同診断、各病理医の専門分
野に応じた診断依頼、常勤病理医不在の施設への遠
隔病理診断、多施設共同術中病理診断、多施設病理
診断カンファランス、若手病理医の教育支援等、よ
り質の高い病理診断と病理医教育支援への展開も視
野に入れており、新たな多施設連携病理診断モデル
としての寄与が期待される。

※あじさいネットとは
2004 年に運用が始まり、長崎県全域に普及した

地域医療情報ネットワーク。県内 37 拠点病院の医
師記録・看護記録を含めた全電子カルテ情報を 400
もの医療機関で共有している。同意に基づく共有患
者数は 13 万人を超えており、情報ネットワークと
して全国最大規模である。本院は 2009 年より参加
し、本ネットワークの発展に寄与している。
参考：あじさいネット HP
http://www.ajisai-net.org/ajisai/index.htm

もっと詳しく▶　長崎大学病院　http://www.mh.nagasaki-u.ac.jp/
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多職種連携を目指して
看護師特定行為研修の開始

熊本大学病院

背景・目的
熊本大学病院では、① 2024 年の医師の働き方改

革に向けて、高度な医療を展開する大学病院として
医師の負担軽減のためタスクシフトが必要であるこ
と、②特定行為研修を通して、良質な医療の提供及
び看護の質の向上を図るとともに、看護師自身のモ
チベーション・キャリアアップにも寄与すること、
③チーム医療の充実により、さらに良質な医療を展
開することができること、以上 3 点から、特定行為
研修の指定研修機関として申請をすることとなった。

2018 年に特定行為研修制度の見直しが進められ、
特定行為区分をパッケージ化することで研修時間の
短縮が図られた。高難度の医療を提供する大学病院
である本院においては、術後管理に長けた看護師の
育成が必要不可欠であることから、外科術後病棟管
理領域パッケージを熊本県で初めて導入することと
した。

2019 年 11 月に厚生労働省に指定研修機関の申請
書を提出→ 2020 年 2 月 26 日付けで指定研修機関に
指定→ 2020 年 4 月から研修を開始した。

研修の目標・概要
【目標】：
１．地域医療及び高度医療の現場において、迅速か
つ包括的なアセスメントを行い、当該特定行為を行
う上での知識、技術及び態度の基礎的能力を養う。
２．地域医療及び高度医療の現場において、患者の

安心に配慮しつつ、必要な特定行為を安全に実施で
きる基礎的能力を養う。
３．地域医療及び高度医療の現場において、問題解
決にむけて、多職種と効果的に協働できる能力を養う。

【概要】：
特定行為研修は、全ての特定行為区分に共通する

「共通科目」と各特定行為に必要とされる能力を身
につけるための「区分別科目」に分かれており、講
義、演習、実習によって行う。なお、区分別科目の
受講は、共通科目の修了が条件となる。

今後の課題
2020 年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大

状況を考慮しながらの研修となり、特に年度当初は
院内での集合研修を極力見合わせる方針となったこ
とから、演習や実習を後回しとし、個人で行える e-
ラーニングから先に進めてもらうといったスケ
ジュールの見直しが必要となった。

そのような中でも、後半の実技実習のノルマがス
ムーズに達成できたのは、指導者の熱意と受講者の
真摯な姿勢に依るところが大きい。まさにチーム医
療と多職種連携が実現できた現場であった。

2021 年度以降も実技実習における受講生の配置
計画等について、可能な限り余裕のある計画を立て
ることで、指導者や受講生の負荷を減らしたいと考
えている。

もっと詳しく▶　熊本大学病院看護部　http://kumamoto-u-kango.com/training/
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安全管理確保のための質改善・向上計画の実践評
価システムの構築
多職種によるノンテクニカルスキルの実践

宮崎大学医学部附属病院

宮崎大学医学部附属病院は、毎年安全管理確保を
目的とした共通テーマを設定し、32 部署毎に質の
改善と向上を目指す計画を立案のうえ実践した。
2020 年度は「多職種によるノンテクニカルスキル
の実践」をメインテーマとし、各部署は計画書を提
出し医療安全管理部とリスクマネージャー（RM）
とでヒアリングを行い、協働してブラッシュアップ
したうえで、部署ごとに多職種協働で実践した。ま
た、医療安全管理部は計画の中間地点で現場のラウ
ンドを実施し、進捗状況を確認し、相談・支援・激
励を行った。

RM は部署評価を行い医療安全管理部へ報告書を
提出した。取り組みは難易度と達成度の視点から数
値化され「目標を大きく上回った顕著な成果」があっ
た部署を表彰した。副賞としてチーム全員に『医療
安全推進マスコットプリント』マスクを贈呈した。
RM は、優秀部署の取り組み活動内容を RM 会議で
発表し、医療安全の質改善・向上の実践・成果を多
職種で情報共有を図り、2021 年度改善サイクルへ

の橋渡しとした。

『がんセンター』　評点（☆☆☆）
安全安心な医療・看護の提供のためにブリーフィン
グとディブリーフィングを実践する
評価：多職種で取り組み、毎日ブリーフィングとディ
ブリーフィングを実施する医療安全活動の定着が確
認された。その成果は、部署のヒヤリハット報告数
への増加へとつながった。

『3 階西病棟』　評点（☆☆☆）
医療者間の良好なコミュニケーション～ SBAR の
活用
評価：SBAR を用いたロールプレイを毎月実施し、
SBAR に沿った報告ができるようになった。多職種
間で SBAR 報告について検討していることが確認
でき、安全管理確保のための意識や行動変容が観察
できた。

医療安全推進マスコットプリントマスク
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地域医療連携による感染対策強化
鹿児島大学病院がリードする鹿児島感染制御ネッ
トワークを通じた新興感染症対策

鹿児島大学病院

鹿児島感染制御ネットワーク（KICNet）と鹿
児島大学病院

KICNet は、2004 年に組織化された鹿児島県の地
域感染対策ネットワークで、医療機関の多職種の感
染対策担当者や保健所の職員等 312 人を会員として、
鹿児島県の感染制御レベルの向上を目指し活動して
いる。活動の柱は、①院内感染対策、②介護福祉施
設の感染対策、③抗菌薬適正使用による耐性菌対策、
④新興感染症対策である。

鹿児島大学病院は本会の事務局をつとめ、メーリ
ングリストによる情報交換、年 2 回のカンファレン
スや学術講演会の開催など、これまで本ネットワー
クの運営をリードしてきた。

また、本院検査部のサーバーを利用して、薬剤耐
性菌、抗菌薬使用量、手指消毒剤使用量を月ごとに
集計して評価する鹿児島感染制御サーベイランス

（KICS）を 2015 年から継続している。

関係機関と連携した鹿児島大学病院の新型コロ
ナウイルス感染症対策への地域貢献

新型コロナウイルス感染症のパンデミックをうけ、
本院感染制御部では患者受け入れ体制整備、院内感
染対策に加え、行政・各種団体と協力したクラスター
発生時対応・予防活動の推進を図っている。
１．‌�クラスター発生時の医療機関・介護施設・行政

機関支援
鹿児島大学病院感染制御部は鹿児島県・鹿児島市

と共同で、地域の感染管理認定看護師と共に、医療
機関・介護施設クラスター発生時の疫学評価・感染
対策支援の中心的役割を果たしている。

また、離島の多い地域特性から、厚生労働省クラ
スター班との連携の下、離島クラスター発生時の公
衆衛生機能の支援も行っている。
２．患者受け入れ医療機関の対策支援

鹿児島県医師会を窓口とし、受け入れ医療機関の
ゾーニング相談対応や、ホームページ上でのマニュ
アルなどの公開を行い、県内での感染対策標準化を
図っている。
３．医療機関・介護施設クラスター発生予防

鹿児島県看護協会と共同で、地域医療機関の感染
管理認定看護師による医療機関・介護施設での対策
強化の支援にあたっている。

これらの活動は、新型コロナウイルス感染症のパ
ンデミック下だけでなく、構築されたスキームを活
用し、薬剤耐性菌対策など、地域での感染対策強化
にさらに努めていく予定である。

先進医療「インフルエンザ高感度検査法」
鹿児島大学病院では、2018 年 1 月から先進医療

A「糖鎖ナノテクノロジーを用いた高感度ウイルス
検査法による感染症診療および院内感染対策支援」
を実施しており、鹿児島大学理工学研究科教授が開
発した SGNP-RT-PCR 法で、唾液からのウイルス
を検出でき、COVID-19 検査にも応用している。

もっと詳しく▶　鹿児島感染制御ネットワーク　https://kicnet.wixsite.com/kicn
　　　　　　　　鹿児島大学病院 ICT　http://www.kufm.kagoshima-u.ac.jp/~ict/
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地域全体で取り組む沖縄のがん緩和医療
4 つの「柱」をもとに質の高い包括的な緩和ケア
の実現を島嶼県沖縄全体で目指す

琉球大学病院

最近の緩和ケアの概念の変化
近年、緩和ケアの概念は大きく変化してきた。以

前は「緩和ケア」はがん治療が終了したのちに「終
末期ケア」として始まることが一般的であったが、
最近 10 年間で、がん治療の早い段階からがん治療
と併行して提供されるべきものであるという考え方
が浸透してきた。こうした「早期からの緩和ケア」
を行うことにより、質の高い症状緩和や QOL の向
上はもちろん、予後の改善（生存期間の延長）も得
られるようになった。その実現のためには、様々な
職種の参画に専門家を加えた協力連携体制の整備が
必須である。

そこで、島嶼県・沖縄の特性を考慮して、緩和ケ
アを「広める」「高める」「深める」「繋げる」の 4
つの柱のもとに、早期からの包括的な緩和ケアの実
現を目指して、本院地域・国際医療部を中心に行っ
ている取り組みの概要を以下に記す。

■第 1 期：
4 つの柱を実践することで包括的な緩和ケアの
基盤を整備する（2018 ～ 2019 年）

2018 年に「沖縄の緩和ケアを『広める』『高める』
『深める』『繋げる』」という 4 つの柱を立ち上げ、
それぞれの柱の実践を通して、包括的な緩和ケアの
基盤を整備することを目指した。このうち、「将来
像実現化行動計画 2019」で紹介した ESMO-DC（欧
州臨床腫瘍学会）の認定取得は「深める」に関する
代表的な取り組みである（表 1）。

こうした取り組みが、3 学会合同学術大会 2020（日
本緩和医療学会、日本サイコオンコロジー学会、日
本がんサポーティブケア学会）において「最優秀演
題賞」を受賞した。

■第 2 期：
3 つの柱を「繋げる」ことで包括的緩和ケアの
質のさらなる向上を目指す（2020 年～）

第 1 期で確立した 3 つの柱「広める」「高める」「深
める」をそれぞれ 4 つ目の柱である「繋げる」と組
み合わせることで、より一層質の高い緩和ケアを提
供できる体制づくりを目指した（表 2）。「繋げる」
にあたり、その取り組みの一つとして 2019 年に立
ち上げた沖縄緩和ケア研究会（事務局：琉球大学）
のネットワークを積極的に活用した。ここでは、「高
める×繋げる」と「深める×繋げる」に関する取り
組みの具体的な内容を記す。

「高める×繋げる」
緩和ケアの国際的なクリニカルオーディットツー

ルである IPOS 日本語版が 2019 年に完成したこと
を受けて、本院地域・国際医療部が主体となって、
県内緩和ケア部門（緩和ケア病棟、がん診療連携拠
点病院 ･ 緩和ケアチームなど）の主要スタッフ（12
施設、30 名）を対象にした研修会を、COVID-19
蔓延の影響を考慮し WEB で開催した。

次いで、①各施設での本ツールの導入・運用→②
地域において、本ツールを用いた医療機関間の連携
構築→③県内全体での本ツールを用いた緩和ケア提
供体制の強化を段階的に進めていく。

「深める×繋げる」
苦痛症状緩和のための放射線治療やペインクリ

ニックといった専門的介入を行う人材は、県内はも
とより全国的にも限られるが、そうした専門家を病
院間の協定のもとに県内各施設でタイムリーに活用
できる体制構築に着手した。

このように、県内全体で 3 つの「柱」をもう一つ
の「柱」と「繋げる」ことで、島嶼県沖縄の緩和ケ
ア、さらにはがん医療の質の向上が期待される。

もっと詳しく▶　琉球大学　https://www.ryukyucc.jp/kanwa/

 
1) 「広める」（＝基本編） ： 県内全域への基本的緩和ケ  
      アの普及を目的に、離島・僻地を対象とした双方向 
    性のWEB勉強会を定期開催（県内11施設・地区） 
 

2) 「高める」（＝アドバンス編） ： 地域緩和ケアの中核を 
      担う医療者のレベルアップを図るために、診療ガイド 
      ラインを用いたEBMセミナーを定期開催 
 

3) 「深める」（＝エキスパート編）：「がん治療と緩和ケア  
      の統合」の臨床現場での実践 
 

4) 「繋げる」（＝連携編）：職種間、地域間の連携強化の 
    ために沖縄緩和ケア研究会を設立 

【表1】 包括的緩和ケアの実現に向けた取り組み
－4つの「柱」の実践 

1) 「広める×繋げる 」 ： 地域間連携ならびに職種間連 
     携の拡充 
 

2) 「高める×繋げる」 ： 共通のツール（IPOS日本語版）を 
    用いた緩和ケア専門施設間の連携の強化 
 

3) 「深める×繋げる」 ： タイムリーな専門的介入（ペイン  
      クリニックな ど）の実現を目指した病院間連携の構築 

【表2】 3つの柱を「繋げる」ことにより包括的緩和  
        ケアの質のさらなる向上を目指した取り組み 
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国際色の強いつくば市に位置する筑波大学附属病
院では、国際化推進のため 2012 年 6 月に国際連携
推進室を新設し、海外病院等との連携、外国人患者
の受入れ、外国からの医療関係者の研修受入れ、職
員の海外派遣支援等の活動を行ってきた。2016 年 4
月には、さらなる国際化推進のため、国際連携推進
室から国際医療センターに改組した。

１．日中医療連携　COVID-19 に関するオンラ
イン意見交換会開催

2020 年 5 月に MEJ 主催による、日本と中国の医
師による COVID-19 に関する意見交換会が開催さ
れた。当日は、中国からジャック・マーアリババ公
益基金会長、日本から、二階俊博自由民主党幹事長
による挨拶が行われた。本院は、わが国における人
工呼吸管理や ECMO 管理を要する重症例・重篤例
の救命率の高さについて、詳細なデータとともに事
例発表を行った。

２．第 1回日伯オンラインセミナー開催
2020 年 11 月に本院にて第 1 回日伯オンラインセ

ミナーを開催した。このセミナーは、本院、サンタ
クルス病院、サンタクルス学術研究所の医師や研究
者をオンラインでつなぎ、世界的規模で感染拡大す
る COVID-19 に 立 ち 向 か う た め に、 各 国 の
COVID-19 の診療状況及びそれぞれの病院での取り
組み事例の発表や、今後の共同研究を見据えての各
部門からの研究発表を行った。なお、この事業は
2020JST さくらサイエンスプランのオンライン交流
事業としても採択された。

左：浙江大学医学院附属第一病院のメンバー
右：筑波大学附属病院のメンバー

筑波大学附属病院

情報通信技術の整備・活用により、海外拠点病院
群との連携を強化し、世界をリードする医療連携
を構築する
ウィズコロナ時代における国際医学医療交流

もっと詳しく▶　筑波大学附属病院　http://www.hosp.tsukuba.ac.jp

３．本学、タイコンケン大学、ラオス保健科学
大学との戦略的パートナー協定締結

2020 年 12 月に本学は、タイ王国コンケン大学と
ラオス人民民主共和国ラオス保健科学大学の 3 大学
で、戦略的パートナー協定をオンラインで締結した。
本協定は、本院の鈴木貴明国際医療センター副部長

（高度救命救急センター）らによる「交通事故から
住民の命を守る救急救命活動支援プロジェクト（対
象国ラオス）」が、本学で初めて「JICA 草の根技
術協力プロジェクト（パートナー型）」に採択され
たことを契機とし、タイ・コンケンの地理的優位性
を活かした CLMV（注）展開、救命救急をはじめ
とする様々な教育研究分野における多国間連携をさ
らに発展させることを狙いとしている。

（注）カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム
の頭文字

調印式の様子　永田恭介学長

筑波大学附属病院のメンバー

国
際
化

― 53 ―



国際化

もっと詳しく▶　大阪大学医学部附属病院　http://www.cgh.med.osaka-u.ac.jp/index.html

外国人患者・医療従事者研修受け入れ（国際診療
支援）
先進医療・未来医療の国際展開（国際臨床研究展
開支援）国際医療の教育・研究

大阪大学医学部附属病院

大阪大学医学部附属病院では、全国の国立大学附
属病院に先駆けて 2013 年より未来医療開発部に国
際医療センターを設置し、国際診療支援、国際臨床
研究展開支援、国際医療教育・研究活動を行い、他
の国立大学附属病院とも連携し、病院活動の国際化
を推進してきた。

１．国際診療支援体制整備
訪日・在留外国人患者の診療を支援するために、

来院、院内案内等の整備を行った。
◆外国人診療の支援、外国人患者受入れ認証

国内外からの外国人診療を支援するために、国際
医療センターに国際医療コーディネーター、医療通
訳者を配置し、各診療科・外来・病棟と連携して、
サポート・コーディネート業務を行っている。外国
人患者受入れ医療機関認証、大阪府外国人患者受入
れ拠点医療機関認証、内閣府「ジャパンインターナ
ショナルホスピタル」推奨を受けている。
◆外国人医療従事者の見学・研修・修練医師受入れ

海外からの医療従事者の研修等を推進するめに、
国際医療コーディネーターがサポートし、海外から
の見学者、研修生及び臨床修練医師の受入支援業務
を行っている。

２．国際臨床研究展開支援
国際共同臨床研究の推進
2016 年 10 月より国際共同臨床研究推進事業に採

択され、国際共同臨床研究支援グループを新設。学

内、学外の国際共同臨床研究プロジェクトの海外展
開支援や、海外臨床研究機関、施設とのネットワー
ク構築を行った。

３．国際医療・未来医療の教育・研究
◆大阪大学内の全学部向けに全学共通教育科目・大
学院高度副プログラムなど国際医療・医療イノベー
ションに関するプログラムを開講した。全学共通教
育科目では医学部、歯学部を必修として、工学、基
礎工学、理学、薬学、経済学、法学、外国語学、文
学、人間科学の全 11 学部のべ約 500 名が受講し、
グローバルヘルスや医療におけるイノベーションの
課題について講義を行い、医歯薬系のみならずあら
ゆる分野の学生が将来の医療人材となりうるキャリ
ア形成を提供した。さらに、医療従事者・研究者向
けにアカデミア臨床開発セミナー・起業家育成プロ
グラムを開催し、幅広く国際医療・未来医療教育を
提供している。
◆国際医療の研究
「医療通訳認証制度」・「COVID-19 による国際的

な教育への影響」について、グローバルヘルス合同
大会・国際医療シンポジウム Go Global で研究発表
を行った。また、ASEAN 大学連合ヘルスプロモー
ションネットワークと連携し、若年者に対する感染
性および非感染性疾患健康リスク因子に関するグ
ローバルヘルス研究を企画・参加している。
◆国際医療ネットワーク活動

国内外の国際医療に関わる大学・研究機関と連携
している。2020 年度は国際臨床医学会・日本熱帯
医学会・日本渡航医学会・日本国際保健医療学会の
4 学会合同学術集会を主催、タイマヒドン大学と合
同シンポジウムを開催した。その他、臨床研究中核
病院連絡会議の主催、東南アジアと AUN-HPN、欧
州と CRIGH の参加を継続している。
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かがわ遠隔医療ネットワーク（K-MIX）
香川県では、2003 年に日本初の全県規模となる

「かがわ遠隔医療ネットワーク（K-MIX）」の運用
を開始し、2011 年には医療福祉総合特区に指定さ
れ、ICT を活用した遠隔医療が実践されている。近
年、K-MIX に高品質のクラウド型 Web 会議（ウェ
ブ会議）（V-CUBE) が可能となった。香川大学医学
部附属病院では、日本最大級の ICT である K-MIX
を活用して、アジア・欧州における遠隔医療推進チー
ムと連携して、外国人・海外滞在日本人を対象とし
て、有料の遠隔医療相談を実践するとともに、医療
インバウンドを促進することを目指している。

香港の医療機関とK-MIX に掲載されている
V-CUBE を用いて医療相談を実施

2018 年、欧州日本人医師会会長（ロンドン医療
センター香港診療所所長）である伊原鉄二郎医師の
香港診療所と香川大学医学部附属病院が連携し、香
港在住日本人の遠隔医療相談を行った。

来年度も引き続き下記の課題に取り組む。
＊今年度は、新型コロナウイルス感染症流行のため、
実質的な取組みは行うことができなかった。

①�　遠隔医療ネットワークを利用した、海外の医療
機関に対する医療診断「支援」であるため、判断
誤りなどを理由に、患者から訴えられるリスクは
低い。しかしながら、当該支援が専門医による診
断の一環を踏まえると当院の責任を追及される可
能性も否定できないため、当院の顧問弁護士を交
えて、法的な問題点を検討し、契約書のひな型を
整えていく。

香川大学医学部附属病院

国際遠隔医療推進チームを編成
香川遠隔医療ネットワーク（K-MIX）を用いた海
外在住日本人の健康相談の実践

国際化

もっと詳しく▶　香川大学医学部　http://www.med.kagawa-u.ac.jp/

②�　遠隔医療相談は、診察時間が長く、コスト設定
が課題として残る。

今後の展望
①�　K-MIX（WEB 画像も含む）を用いたアジア・

欧州の医療機関を連携促進
②�　在外邦人のみではなく、外国人を対象とした有

料の遠隔医療相談の実施
③　複数の診療科による遠隔医療相談の実施
④�　欧州、アジアの医療機関との連携による医療イ

ンバウンドの促進＊

＊香川県の強み
香川県の高松空港は、香港、ソウル、上海、台北

に直行便が通じており、また、風光明媚な瀬戸内海
国立公園を有する。ICT ネットワークによる医療
面談を実践し、観光と一体化した医療インバウンド
の促進をめざす。

香川医療情報ネットワーク（K-MIX）
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国際間遠隔医療教育プログラムの推進
安全で手軽な ICT を用いた国際間の情報共有は

コロナ禍においてその重要性を増している。2020
年 3 月に COVID-19 をテーマにしたプログラムを
企画し、本疾患の診療経験が豊富なフィリピンやシ
ンガポールの 4 医療施設を接続し、感染対策を中心
に知識と経験を共有した。このカンファレンスはス
トリーミングで同時公開され、世界中から 3,800 人
以上が視聴した。5 月には第 2 回を開催し、ロシア
やパキスタンの医療施設・大学、ウズベキスタンや
トルクメニスタンの保健省からの参加もあり、規模
を拡大しながら継続している。

アジア遠隔医療開発センターが推進する国際遠隔
医療教育ネットワークは、本年 34 ヶ国 242 施設と
新たな接続を構築し、計 75 ヶ国 1054 施設へと拡充
した（2020 年 12 月末現在）。アジア各国に特化し
たプロジェクトや、国を横断してのプロジェクトな
ど、世界各国と継続的な連携を進めている。
◆推進プロジェクト一覧
・ロシアにおける健診促進プロジェクト
・�ミャンマーの医療水準均霑化を目指した人材育成

事業
・ブータンへの遠隔医療教育セミナー
・�アジア先端医療ネットワーク（APAN）医療ワー

キンググループにおける多分野での遠隔医療教育
プログラムの開催

� など

第 1回 COVID-19 国際テレカンファレンスの様子

九州大学病院　国際医療部

九州大学病院
コロナ禍における ICT の活用による国際協力

もっと詳しく▶　九州大学病院国際医療部　http://plaza.umin.ac.jp/imed/

国際化

本学との国際化への協働
九州大学アジア・オセ

アニア研究教育機構では
人文社会科学系・理工系・
生命系など分野の枠を越
えた学際的な研究教育活
動を行っている。九州大
学病院 国際医療部は本
機構の「医療・健康クラ
スター」を統括している。
9 月には「感染症と生き
る：コロナから学ぶ持続
可能な社会とは」という
タイトルのシンポジウムを開催し、医療のみならず、
歴史、自然、環境、都市、経済といった様々な観点
から感染症を捉え、国際的な情報共有と議論を行っ
た。本シンポジウムで国際医療部はアジア・オセア
ニア地域におけるコロナ対策の現況に関する国際テ
レカンファレンスを開催した。また若手研究者が遠
隔教育に関する発表と討論を行った。

オンラインによる国際学会の技術支援
コロナ禍で多くの学会がオンライン開催となった

が、海外との技術調整が求められる国際学会の開催
は特に困難である。11 月に医療情報学連合大会と
合同開催されたアジア太平洋医療情報学会では、諸
外国および国内からのオンライン参加者に対して技
術支援を行い、学会事務局へオンライン学会開催の
ノウハウを提供した。

学会場の様子。密を避けるため現地+オンラインで開催された

シンポジウムポスター
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国際医療支援室の新設
当院は 2020 年度 7 月に「国際医療支援室」を新

設し外国人患者に対する医療サービスを強化すると
ともに国際化への取り組みを開始した。

国際医療支援委員会の委員は多職種で構成されて
おり、外国人患者対応に関する問題点や現場のニー
ズを集約し改善に向けて取り組めるようになった。
また、国際医療支援室が中心となって在沖縄米国海
軍病院と交流を開始し、合同災害訓練を行うなど国
際交流を積極的に進めている。

海軍病院との連携
当院は 2025 年 1 月までに、西普天間住宅跡地に

移転する予定としており、隣接となる在沖縄米国海
軍病院と災害に備えた合同訓練の開催や連携体制の
構築を開始した。合同訓練前に当院の災害医療部門
長とスタッフが海軍病院の司令官 David Krulak 大
佐をはじめ救急科長、危機管理課長らを表敬訪問し、
災害時には両施設でどのような連携が可能か、コロ
ナ禍でどのように合同訓練を開催するか、日米の災
害時対応の相違点等について意見交換を行った。

2020 年 12 月 10 日には感染対策を含めた災害訓
練（机上訓練）を開催し、災害電話とアプリケーショ
ンを利用して両施設間で受入可能な患者数や転送が
必要な患者数等の情報交換のための通信訓練を行っ

琉球大学病院

国際医療を担う専門部署の設置と国際化への取り
組み
国際医療支援室の新設 
在沖縄米国海軍病院との合同訓練及び交流

もっと詳しく▶　http://communit.skr.u-ryukyu.ac.jp

国際化

た。今回の訓練で通信手段の改善点や今後の課題が
見つかり、非常に有意義な訓練となった。今後も定
期的に開催し連携を強化していく予定である。

外国人患者に対する医療サービスの充実及び強化
国籍や言語によらず全ての患者に対して安心・安

全な医療が提供できるよう、医療文書の翻訳を随時
進めており、外国人患者向けのホームページの充実
化にも取り組んでいる。また、医療通訳タブレット
や外国人患者専用ダイヤルを設置したことで、職員
の負担軽減に繋がっている。

オンライン研修会への参加
沖縄県主催による『今こそ備える！外国人患者受

入体制研修会』に参加し、当院の看護部より事例紹
介を行った。また、県内の医療機関と外国人患者対
応について意見交換を行い、沖縄県全体としての問
題点や今後取り組むべき課題を共有し合う良い機会
となった。

英会話研修の継続実施
以前は沖縄県からの全額補助による職員向けの英

会話研修を開催していたが、補助終了後も研修を継
続し 2020 年度も 2 週間に 1 回開催している。主に
外来での問診、検査や窓口対応の際に使われる英会
話を学んでおり、実践的な医療英会話力を身につけ
ることを目的としている。在沖縄米国海軍病院　表敬訪問

①医療の国際化および国際交流に関すること。
②外国人患者受入体制の整備、方針及び関連
するマニュアル等に関すること。

③国際化に向けた病院職員への教育研修に関
すること。

④海外からの臨床実習生の受入に関すること。
⑤その他、国際医療支援に関する対策の推進
及び連絡調整に関すること。

＜国際医療支援室の主な業務内容＞
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運営

環境に配慮した医療実現への取り組み
再製造単回使用医療機器（R-SUD）の導入

旭川医科大学病院

旭川医科大学病院では、2017 年に厚生労働省で
省令改正された、使用済みの単回使用医療機器

（SUD）を適切に再製造することで再使用を認める
制度「再製造単回使用医療機器（R-SUD）」の導入
をうけ、2019 年にこの制度の対象品目として独立
行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）の認
証を受けた「再製造ラッソー 2515」を、2020 年 6
月に国内で初めて実臨床での使用を開始した。

再製造単回使用医療機器（R-SUD）とは
・R-SUD=Remanufacturing Single Used Device

院内再滅菌の問題や環境保全、医療コストの抑制
等を目的とし、厚生労働省の法整備の下、使用後の
単回使用医療機器（一回限り使用できることとされ
ている医療機器。SUD）を医療機器製造販売業者
がその責任のもとで適切に収集・分解・洗浄・部品
交換・再組立・滅菌等の処理（再製造）を行い、再
び使用できるようにするための新たな仕組みである。

導入のメリット
①環境への貢献
医療廃棄物による環境問題
→�回収による医療廃棄物の削減、限られた資源の有

効活用
②財務上の貢献
増加の一途をたどる医療関連コストの問題
→�オリジナル品の約 6 割の納入価、直接的医療コス

ト削減、競争による価格低下、廃棄費用削減
③患者への医療
院内再処理による安全性への懸念
→�メーカーによる洗浄・滅菌・組立、オリジナル品

と同等の安全性・有効性を確保

R-SUDの運用と今後
R-SUD の製造にはオリジナル品が必要となるた

め、病院にはオリジナル品の収集協力が求められる。
収集に係る一連の作業が現場へは課せられ、業務が
増えることから、現場の理解が得られず、収集が進
みにくい病院があるようだが、旭川医科大学病院で
は病院長、材料部長等が導入に積極的であったこと、
関連部署で、導入のメリットを十分理解したうえで、
運用方法を決めたことから、医師、看護師、コ・メ
ディカル、事務職員など、全ての職種からの協力体
制が得られたため、スムーズな導入が実現した。

今後は、オリジナル品の回収場を増やし、医療資
材のリユースを定着させていきたい。

【回収の流れ】

【仕組みの概要】
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運営

高度な医療の提供・中央診療施設の集約化
新しい中央診療棟の開院（2021 年 1 月 4 日）
～手術室・放射線治療・救命救急機能の拡充整備～

千葉大学医学部附属病院

もっと詳しく▶　千葉大学医学部附属病院　https://www.ho.chiba-u.ac.jp

高度医療の実績
年間手術件数 10,000 件への対応、先端医療機器

の導入および最も高度な医療を提供するという大学
病院の使命を果たすことを目的とした新たな中央診
療棟は 2020 年 9 月末に竣工し、2021 年 1 月 4 日に
開院した。手術室を 17 室から 20 室に増やし、ロボッ
ト支援手術を含めた低侵襲手術など高度な外科手術
の需要拡大に備えるとともに、眼科手術や内視鏡手
術など外来日帰り手術にも対応できる。

また、国内初となる最先端の MR リニアックの
導入（2021 年 5 月予定）、画像診断装置の大幅な増設、
最新鋭の滅菌装置や日本初の 3 層立体倉庫を導入し
た。さらに、ICU や救命救急センターも新しい中
央診療棟に移り、これまで以上に先進的な医療の提
供が可能となり最高の高度医療の提供が実現可能と
なる。

中央診療部門の整備拡充
先進医療に対応した医療機器の使用が可能な高機

能の手術室不足、また、既存建物の放射線治療部門
では面積と強度が不足しており、機器拡充には新た
な施設の建設が喫緊の重要課題であった。

2015 年の外来診療棟開院により、旧外来ホール
棟を取り壊し、分散していた中央診療機能を集約し
拡充整備することが可能となった。

屋上ヘリポート　※ 11 トンのヘリの離発着が可能
 6F　ICU・CCU（18 床）
 5F　病理部
 4F　手術部（11 室）
 3F　手術部（9 室）　※ハイブリッド手術室 1 室
 2F　材料部、輸血・細胞療法部
 1F　救命救急センター（8 床）
B1F　放射線部（CT・MRI）
B2F　放射線部（透視・血管撮影）
B3F　放射線部（RI、リニアック）

【立体倉庫】
滅菌・洗浄の機器をバーコードで品質管理

【放射線機器】
最新機器の導入による機能強化

【救命救急センターの充実】
救命救急センター 8 床、ICU18 床

【手術室】
17 室→ 20 室：手術件数 10,000件/年
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手術件数リミテージ解消に向けた検討
近年、da Vinci 手術の保険適用の拡大及び臓器移

植術等の長時間手術の増加等もあり、本院の中央手
術室における手術件数は 11,000 件程度でほぼリミ
テージの状況にある。このような中、眼科より中央
手術室の手術件数リミテージの解消、眼科手術医療
の進歩を背景とし、中央手術室で実施する局所麻酔
手術及び外来の日帰り手術を局所麻酔専用手術室

（以下、デイサージャリー室）に集約し、効率化を
図るプランが提案された。

経営戦略会議で検討の結果、中央手術室における
外科系手術の増加による附属病院収入増に寄与する
ことから、手術部長を座長とする「局所麻酔手術専
用デイサージャリー室設置に向けた検討 WG」を設
置した。

DS室による日帰り手術 500件を目標
眼科手術は年間 2,000 件を超え、そのうち全身麻

酔手術が 1 割、その他は全て局所麻酔手術であり、
デイサ―ジャリー室開設に伴い、入院手術の減少が
懸念されたが、本院の眼科患者は高齢者や重症患者
も多く、入院手術 2,000 件を維持した上で日帰り手
術 500 件増を目標に掲げた。

病棟内を有効活用し、DS手術台 2台を設置
当初、外来手術室 2 部屋を改修する計画で議論が

開始されたが、外来手術室の狭小性や入院手術患者
の動線等を考慮した結果、年間 2,000 件を超える眼
科手術としての使用は不適切と判断された。

その後、院内で改めて検討した結果、入院棟の
ICU2 内の倉庫（旧手術室 15 号室）を候補場所とし、
①一部屋に眼科手術台 2 台を設置、②中診棟にある
手術部と近く、患者急変時の麻酔科・ICU 医師の
支援を受けやすい、③受付・待合室、診察室、リカ
バリー室等の設置を主なコンセプトとして、病室の
一部改修工事を実施し、関係者の協力を得て、デイ
サージャリー室の開設に向けた準備に着手した。

跡地を全麻室に改修、手術機能強化へ
当初は 2020 年 6 月の開設で計画が進められたが、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で改修工事等
の停止等もあり、当初計画から 2 カ月遅れとなる 8
月 3 日からデイサージャリー室の稼働を開始した。
同室開設後、中央手術室（旧 2･3 号室）の改修（全
身麻酔手術室への切替）を実施し、手術支援ロボッ
ト da Vinci の 2 台目を導入、2021 年 1 月より運用
を開始したところ。

新型コロナウイルス感染症の影響により、病院運
営は非常に厳しい状況にあるが、その中でもデイ
サージャリー室の開設及び新たな外科系手術室の増
室で工夫を図りながら、手術運営の機能強化に繋が
る成果が得られた。

東京大学医学部附属病院

手術運営の機能強化への取組
眼科局所麻酔手術専用のデイサージャリー室 

（DS 室）を開設

図 1　DS 受付

図 2　診療室 図 3　手術室
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信州大学医学部附属病院

働き方改革に伴う体制の整備と業務効率化
RPA 推進体制の強化と Covid-19 対応

RPA推進体制の組織化と体制強化
2018 年 度 よ り 継 続 し て い る RPA（Robotic 

Process Automation）の活用・推進のため、2020
年 5 月に RPA 推進室（以下「推進室」とする。）
を設置し、体制を整備した（図表 1）。

推進室は、RPA にとどまらず「業務の自動化」
に向けて業務そのものを見直し「標準化・平準化す
る」ことで、「デジタルトランスフォーメーション

（DX）の実現を目指す」ことを目的としている。

2020 年度の具体的な活動
～Covid-19 への対応～

年初から続く新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により、事務においても業務負荷が大きくなって
いることから、推進室では、この解消に向けて重点
的に取り組むこととした。その中でも、特に効果が
著しかったのが HER-SYS 自動入力（図表 2）である。

HER-SYS とは、保健所等の行政と医療機関が感
染者等の情報共有・把握の迅速化を図るため導入さ
れたシステムである。

RPA 活用前は、臨床検査技師が検査部門システ
ムへ入力しつつ、HER-SYS 入力用データも作成し、
そのデータをもとに総務課が HER-SYS へ入力する
といった「入力業務の多重化」が発生していた。

そこで、業務フロー全体を見直し、臨床検査技師
が入力したデータを総務課がデータウェアハウス

（以下「DWH」とする。）から取得することで、臨
床検査技師のデータ送信業務を軽減し、DWH から
取得したデータを RPA により HER-SYS へ転記す
ることで「入力業務の多重化」を解消した。

その結果、大幅な省力化と誤転記の無い業務を実
現するとともに、労働時間として、年間 244 時間程
度の削減効果が得られた。また、臨床検査技師の事
務作業軽減により検査業務への注力が期待でき、医
療職から事務職へのタスクシフティングの好事例と
なった。

まとめ
2020 年度は HER-SYS 自動入力のほか、新型コロ

ナウイルス感染症に関連した 2 つの業務と、その他
の 3 つの業務に RPA の適用を拡大した。

その結果、2020 年度中において、2,047 時間の労
働時間の削減効果を得た。

2021 年度は全学的に RPA の活用・推進を進め、
大学本部と連携して業務の適用拡大を図り、大学全
体として、業務の効率化と労働生産性を向上させる
取り組みとして活動を強化していく。 運 
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病院経営の安定化に向けて
地域医療構想による病床数削減、医師の働き方改

革が政策でうたわれている。また、医療の進歩に伴
い医療コストが増加する中、国立大学病院をとりま
く財政的状況は年々厳しさを増してきており、時代
の要請に応えつつ今後も健全な経営を維持するには、
更なる経営努力が必要である。

本院では 2020 年から中長期的な医療機器等設備
更新計画に基づく収支シミュレーションを策定し、
経営改善に繋げる取り組みを行っている。

収支シミュレーションの作成
収支シミュレーションの策定に当たり、設備整備

方針の明文化を 2019 年度に行った。この中で「病
院全体で利用する共通設備」について定義し、共通
設備整備計画を策定することとした。
・医療機器等設備整備方針の検討・策定
・医療機器等の更新サイクルの検討

2020 年度は、医療機器等設備を共通設備・その
他設備に区分した上で更新計画を策定、更に更新計
画と附属病院収入の分析結果を踏まえた収支シミュ
レーションを作成した。
・共通設備整備、医療機器等設備更新計画の策定
・成長率を想定した収支シミュレーションの作成
・健全経営を維持可能な成長率、更新計画の検討

� （図 2）

収支シミュレーション作成による効果
各年度の設備整備必要額が把握できるため、予算

及び医療機器の状況を踏まえた全体的なコントロー
ルを行うことが可能となる。

また、収支シミュレーションの形で院内主要会議
に示したことで、健全な経営を維持するために必要
な成長率が明確となり、経営に対する共通理解を深
める事が出来た。収支シミュレーションは計画どお
り更新を行う場合に必要な成長率の根拠資料となり、
今後の経営方針を定める際の基礎資料として活用で
きる。� （図 1）

福井大学医学部附属病院

将来を見据えて！ 
健全な経営を維持するための取り組み
中長期的な医療機器等設備更新計画と 
収支シミュレーション作成の取り組み

図 1

図 2

運 

営

― 62 ―



運営

明日へのシナリオ委員会
地域社会から親しみやすい京大病院を目指し、新

たな広報戦略として「明日へのシナリオ委員会《1》」
を設置した。院内の教職員から、より開かれた病院、
より良い病院へ繋がるアイディアを募集し、病院全
体の協力のもと実施している。実施にあたっては、ス
ペシャルアドバイザーとして脚本家や京都企業関係
者などの外部有識者を招へいし、助言を受けている。

ロゴマーク・キャラクターの作成
2020 年 7 月に病院独自のロゴマーク《2》を、

2021 年 3 月にキャラクター《3》を発表した。
ロゴマークは公募で決定し、患者さんを含め 400

件以上の応募があった。京都大学のスクールカラー
である濃青を取り入れ、本院の頭文字「KUHP」

（Kyoto University HosPital）を表した。「H」を白
抜きで表現することで、健康時には関わり合いがな
くても、病気や事故などで必要とされるときには「H
＝ Hospital（京大病院）」が支えになれるようにと
の願いを込めている。

キャラクターはロゴマークと同じ名前（くぅーぷ）
をつけることで、患者さんや地域の方から親しみや
すい愛称としての定着を目指す。

民間企業とのコラボ企画
１）京大病院監修のスイーツ《4》
「マールブランシュ（株式会社ロマンライフ）」と

共同で、美味しいはもちろん、健康にも配慮した
“Perfect Sweets”の開発を行った。

2021 年中の販売開始を予定している。
２）オリジナルの出産記念品《5》

ベビー子ども関連ブランド「ファミリア」とコラ
ボし、特別デザインの出産記念品を作成した。2021
年 4 月より贈呈を開始している。
３）プレイルーム《6》
「株式会社ボーネルンド」と提携し、「夢のあるオ

ンリーワンのあそび場」をコンセプトとしたプレイ
ルームを設置した。2021 年 1 月に開院した「こど
も医療センター」内で長期入院の多い小児患者さん
が子供らしく過ごす場所として活用している。

京都大学医学部附属病院

地域社会から親しみやすい病院を目指す新たな広
報戦略
より開かれた病院を目指した取り組み

もっと詳しく▶　京都大学医学部附属病院　https://www.kuhp.kyoto-u.ac.jp/

《1》アイデア募集のポスター

《2》京都大学医学部附属病院ロゴマーク

《3》マスコットキャラクター“くぅーぷ”

《4》病院監修スイーツ

《5》出産記念品とオリジナルタグ

《6》プレイルーム
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看護師の実践能力向上と拡大に向けた教育体制
の整備

医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革を推
進する上で、重要な「タスクシェアリング / タスク
シフティング」に関して、長崎大学病院では、2008
年から様々な職種間でのタスクシフティングを継続
的に実施してきた。

これまでも、医師と看護師のタスクシェアを行う
上で、院内ルールの明文化や教育体制を整備し、静
脈注射や男性膀胱内留置カテーテルなどの実技教育
を実践してきた。さらに 2019 年度からは、アドバ
ンステクニック 5 項目※に関して、実施要件（コン
ピテンシーや教育プログラム）や、運用ルールを構
築し、院内認定制度を確立した。2020 年度は、ア
ドバンステクニックを指導できる指導者の育成を行
い、医師、検査技師とともに看護師も指導・評価を
行う人材の育成を行った。

さらに、アドバンステクニックよりも侵襲を伴う
技術について「エキスパートテクニック」として定
め、2020 年度は「抗がん剤ルート確保」と「CV ポー
トの管理」について実施要件（コンピテンシーや教
育プログラム）や、運用ルールを策定し、実技評価
を実施したうえで、認定者を輩出した。

※アドバンステクニック 5 項目とは、「動脈ライン
作成」「動脈ライン採血」「12 誘導心電図」「咽頭培
養採取」「血液培養採取」を指す。

長崎大学病院

安全なタスクシェアと看護師のスキルアップを支
える院内認定制度の確立

もっと詳しく▶　長崎大学病院　http://www.mh.nagasaki-u.ac.jp/

e-ラーニングによる講義 
自己学習 

 
CVポート穿刺 
e-ラーニング     

自己演習  
 

認 定 

筆記試験 

実技評価 

本取り組みの 
ここがポイント！ 

医師と共同し、最
新の知識を身につ
け、実技評価に臨
めるような教育プ
ログラムを構築 
 

本取り組みの 
ここがポイント！ 

医師と共同し、安
全で適正な実技の
実施に向けた評価
を実現！ 

クリニカルラダーと連動したスキルアップ体制

エキスパートテクニック取得までの流れ

指導者講習会の風景
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背景・目的
熊本大学病院の理念達成のためには、事務職員一

人一人に病院経営を担うための知識や能力がより一
層求められることから、全ての事務職員の「基礎能
力（主体性・課題発見力・実行力）」及び「専門的
知識」向上を目的として、新人教育と勤務年数や職
位、業務内容等に応じた一貫性のある職員教育を実
施する必要がある。

そもそも大学の事務職員には「縦割り」の感覚が
あり、所属課以外の課の業務について十分理解して
いないことから、業務の輻輳やコミュニケーション
不足が生じ、勤務時間の増加に繋がっていた。また、
所属課内でも、自分の担当以外の業務について十分
理解していない等、事務職員の対応力、特に縦割り
ではなく横展開できる能力の更なる向上が必要と考
えられていた。

そこで、事務職員が様々な照会等に戸惑い無く対
応できるようにと、目指すは「熊大ホスピタルコン
シェルジュ」を養成することと銘打って、「事務コ
ンシェルジュ計画」を発動した。

概要・方法
［新人職員用：基礎編］の作成と併せて、各事務

課の業務を具体に紹介する MP4 形式の動画（音声
付スライドファイル）を作成することとし、自己研

鑽用の研修資料とすることとした。
各課の業務を具体に紹介するファイルは、各課各

担当ごとに作成することとしたが、そのことにより、
各課各担当において担当業務の振り返りや棚卸しを
行うこととなり、業務効率化のポイントを見いだす
ことにも繋がった。

作成した動画ファイルは共有フォルダに格納し、
いつでも視聴できる環境とした。

特に新採用職員や異動により病院事務部へ配属さ
れた者にとっては、配属当初に学習することにより、
配属先の部署の業務の理解が深まり、かつ、他部署
の業務の概要を把握することが可能となった。

更には各職員の病院事務部全体にかかる業務概要
の理解に繋がり、各部署間の業務上のコミュニケー
ションが向上したものと考えている。

今後の展開
研修資料を定期的に更新して、新しく発生する業

務に対応できるようバージョンアップを重ねていく
こととしている。

また、研修資料を事務部以外の院内の各部署で活
用することで、事務部全体の業務と各課各担当の具
体の業務内容の理解を広め、病院全体としての事務
部門の業務の効率化を図りたい。

熊本大学病院

事務職員の質の向上
事務部における「事務コンシェルジュ計画」
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東京医科歯科大学　快眠歯科（いびき・無呼吸）外来・快眠センター

閉塞性睡眠時無呼吸症への医科・歯科による医療
連携診療

歯科

眠りを妨げる現代病へのチーム医療の取り組み
東京医科歯科大学では医科と歯科を併設する数少

ない国立大学病院の特色を生かし、チーム医療の有
効な疾患への、独自の連携診療に取り組んでいる。

現在、本邦では約 23 万人が閉塞性睡眠時無呼吸
症（obstructive sleep apnea：OSA）と診断され、
潜在患者数は 200 万人以上と推定される。OSA は
肥満、扁桃腺肥大、鼻疾患、舌肥大、小顎、顎の後
退等が原因で、睡眠中に気道が閉塞し眠りが浅くな
り、日中眠気や仕事の能率低下、車の運転事故等を
誘発し、高血圧、心筋梗塞、脳血管障害、糖尿病等
の生活習慣病を悪化させる現代病と言える。

医学部附属病院快眠センターは、平成 21 年に医
学部呼吸器内科に開設された「睡眠制御学講座」の
対応診療科として発足し、その後歯学部附属病院に
専門外来の快眠歯科（いびき・無呼吸）外来が開設
され、医科の快眠センターと歯科の快眠歯科外来に
て、OSA に対する連携診療を開始した。OSA の診
療については、まず医科の簡易睡眠検査で重症度を
スクリーニングされ、さらに精密睡眠検査（PSG：
ポリソムノグラフィー）にて確定診断がなされ、重

度の OSA には医科で CPAP（持続陽圧呼吸装置）
と呼ばれる鼻マスクによる呼吸サポート処置が保険
適用され、比較的軽度な症例では口腔内装置（oral 
appliance：OA）療法が保険適用される。したがって、
個々の症例に応じたテイラーメイドな、医科と歯科
の連携診療が必須となる。

歯科の OA 療法は下顎を前方に牽引することで、
睡眠中の気道を広げ呼吸が止まるのを防止し、軽度
の OSA に適用されることが多いが、近年重度の
OSA においても OA 療法が有効との報告が増え、
また CPAP が苦しく装用できない症例も多く、医
科から歯科への OA 療法依頼が増えつつある。

快眠歯科では、快眠センターと緊密な連携診療、
情報交換を行い、毎月医病・歯病合同のカンファレ
ンス、症例検討、セミナー開催等を継続し、メディ
アでの紹介、本学 HP での掲載等、社会への周知も
図っている。また、義歯装着者の OA 作製は歯科
でも困難とされるが、補綴系の専門スタッフが対応
するため、欠損歯列を伴う OSA 症例にも OA を適
用でき、全身の健康や QOL の回復を回復可能である。

      東京医科歯科大学における睡眠呼吸障害の医歯学連携診療 

医病 快眠センター 歯病 快眠歯科 

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク 

CPAP 
(持続陽圧呼吸装置） 

Oral Appliance 
(口腔内装置) 

簡易検査 PSG 精密検査 上気道閉塞
評価 

検査 

治療 

連携 
情
報
交
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毎月 医病・歯病合同のカンファレンスにて症例検討． 
OA療法後のフィードバック・定期的フォローアップ． 
学会・セミナー開催や共同研究にて情報交換，診療手技の研鑽． 

 上下一体型保険OA，分離型私費OAに加え，歯科でも作製困難な 
欠損歯列症例(義歯装着者)にも専門医・技工スタッフが対応． 

Point 快眠歯科外来の特徴 

もっと詳しく▶　快眠歯科　http://www.tmd.ac.jp/rpro/index.html
　　　　　　　　快眠センター　http://www.tmd.ac.jp/med/slp/index.html 
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新潟大学医歯学総合病院

口腔健康推進を通じた生涯にわたるヘルスプロ
モーション・システムの構築と実践
WHOならびに医科と連携した口腔疾患予防戦略
の体系化と高齢者口腔保健の推進

歯科

WHO との連携によるグローバルオーラルヘル
スプロモーションストラトジーの構築と実践

本院予防歯科は、我が国唯一の口腔保健分野の
WHO（世界保健機関）協力センターとして、口腔
健康を国際的に推進し、WHO グローバルスタン
ダードによる教育・研究を展開している。世界的な
口腔疾患罹患状況のモニタリングを目的に、“The 
WHO Ora l  Hea l th  Country/Area Pro f i l e 
Programme”を構築し、各国の保健省や歯科医師会、
大学と連携して、CPI による歯周疾患情報のデータ
ベースを管理・運営している。

（https://www5.dent.niigata-u.ac.jp/~prevent/
perio/contents.html）

また、“WHO Oral Health Survey Basic Methods 
5th edition”に準じた口腔診査法に関する教育、技
術指導カリキュラムを構築し、質の高い診断力向上
を目指した人材育成に取り組んでいる。さらに保健
政策立案者を対象にした口腔保健施策に関する教育
研修を開講し、公衆衛生に付随した口腔疾患予防戦
略の体系化を支援している。

（https://www5.dent.niigata-u.ac.jp/~prevent/
image/pr190724/pr190724_framework.pdf）

アジアにおける高齢者口腔保健の推進
高齢化が著しいアジアにおける口腔保健の推進の

ために、WHO 西太平洋事務局と協働で“Regional 
Action Plan on Healthy Ageing”における口腔健
康のコンテンツを整備し、ユニバーサルへルスカバ
レッジ（UHC）達成に向けて高齢者口腔保健サー
ビスモデルの構築と研修プログラムの提供を進めて
いる。また、ウイズコロナにおける高齢者の健康ガ
イダンスにおいて口腔健康の指針を作成し、プライ
マリーケアとしての口腔保健を推進している。

（http://iris.wpro.who.int/handle/10665.1/14500）

もっと詳しく▶　新潟大学医歯学総合病院　https://www.nuh.niigata-u.ac.jp/

ウェアラブルデバイスを用いて“噛む”行動を
モニタリングすることによるヘルスプロモー
ション
「よく噛む」という咀嚼行動は、発達期の心身の

生育、成人期における肥満などの生活習慣病予防、
高齢期における誤嚥や窒息の予防において重要であ
ることが指摘されている。しかし、咀嚼行動をモニ
タするツールがないために、エビデンスに基づいた
実効性のある治療や指導が確立されていない。本院
義歯診療科では、シャープ（株）が開発した耳掛け
式のウェアラブルデバイス bitescan について開発
初期段階から共同研究を行い、測定制度を確立した。

これまで、bitescan を用いた咀嚼行動モニタリン
グにより、いわゆる「早食い」の実像を解明すると
ともに、咀嚼行動が肥満と関連していることを明ら
かにした。また、日々の食事に使用することで、効
率的な咀嚼行動変容効果が得られることを、ランダ
ム化比較試験により確認した。

現在、AMED の支援を受けて、シャープ（株）、
血液・内分泌・代謝内科学分野、医療情報部と共同
で、咀嚼行動変容が生活習慣病の予防・改善に与え
る効果を検討するとともに、高齢期における補綴治
療が栄養摂取と咀嚼行動に及ぼす効果、小児期にお
けるアクティブな食育（自分の咀嚼行動を計り・考
え・変える）への応用など、咀嚼行動の適正化を通
じた生涯にわたるヘルスプロモーション・システム
の構築を目指す取り組みを行っている。
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大阪大学歯学部附属病院

「歯科」口腔健康の改善から全身健康へ
口腔から全身機能を維持・改善させる栄養摂取に
ついての調査

歯科

大阪大学歯学部附属病院では、歯周病や口腔機能
が、高齢者の栄養摂取、心血管系疾患、運動機能、
認知機能に及ぼす影響について、文理融合型長期縦
断研究を行い検証している。

大阪大学を中心とした我々の研究グループは、
ベースライン調査に参加した70歳群約1000名、80歳
群約1000名、90 歳群約300名の地域住民を対象に、す
でに調査した 3 年後、6 年後の追跡調査のデータに
加え、現在 9 年後の追跡調査を行っている。口腔機
能を含めた多数の口腔因子に加え、医学的、心理学的、
社会学的なあらゆる詳細なデータを収集している。

研究方法
本研究は、兵庫県伊丹市、朝来市、東京都板橋区、

西多摩郡の対象年齢の高齢者を対象とした悉皆調査
である。歯学だけでなく、医学、栄養学、心理学、
社会学、臨床統計学の各分野の専門家が健康長寿に
関わる項目に関して調査を行っている。

歯科の主な調査項目は、歯の残存部位やう蝕、歯
周病、義歯の状態に加え、口腔機能低下症の診断項目
である口腔衛生状態、口腔乾燥、咬合力、舌口唇運動
機能、舌圧、咀嚼機能、嚥下機能の 7 項目すべてを
調査している。その他にも、口腔関連 QOL、栄養摂
取状態など幅広い項目について調査を行っている。

もっと詳しく▶　健康長寿研究（SONIC）ホームページ　http://www.sonic-study.jp/

2020 年度の研究成果
2020 年度は 3 本の論文が国際誌に受理されている。

2020 年度の取り組み
2020 年度は、COVID-19 の蔓延の影響により、予

定していた 80 歳群に対する会場調査は次年度に延
期となったが、これまで調査に参加したすべての者
を対象に郵送調査を行い、現時点で 1786 名の回答
が得られている。

歯科については、東京大学高齢社会総合研究機構
の発案した「オーラルフレイルのセルフチェック表」
を用いて調査した。その結果、オーラルフレイルの
危険性が高い者の割合は、58.2％であった。今後は、
COVID-19 の蔓延が、口腔状態の違いによって、栄
養摂取、運動機能、認知機能などの健康状態に与え
る影響の違いについて検討を行うことを考えている。

1. ‌�Kitamura M, Ikebe K, Kamide K, et al. Association of 
periodontal disease with atherosclerosis in 70-year-old 
Japanese older adults. Odontology. 2020. (in press)

2. ‌�Hatta K, Takahashi T, Sato H, et al. Will implants with a 
fixed dental prosthesis in the molar region enhance the 
longevity of teeth adjacent to distal free-end edentulous 
spaces?. Clin Oral Implants Res. 2021;32:242-248.

3. ‌�Fukutake M, Takahashi T, Gondo Y, et al. Impact of 
occlusal force on decline in BMI among older Japanese 
adults: finding from the SONIC study. J Am Geriatr Soc. 
2021. (in press)
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琉球大学病院

歯科口腔外科と他科の連携体制構築について
歯科口腔外科、耳鼻咽喉科、形成外科にまたがる疾
患に連携して対応できる診療業務改善への取り組み

歯科

多くの診療科において他科と競合する境界領域が
存在する。特に、琉球大学病院の中で歯科との境界
領域が問題となるのは耳鼻咽喉科と形成外科である。
耳鼻咽喉科では口腔癌、嚥下障害、形成外科では口
唇裂口蓋裂などが、歯科の診療科である口腔外科と
の間での境界領域の疾患に相当する。しかしながら、
これらの診療科間、部門間、職種間で連携や統一が
取れていない状態にあることが多く、しかもこの問
題に正面から取り組んできた施設は少ない。患者の
立場に立った安心・安全で質の高い医療を実現する
ためには、診療範囲の明確化を行うとともに、それ
に従って職種や診療科、部門を超えた連携が必要で
ある。全ての病院にとって、多職種の共同作業であ
る医療提供においては、職種間の作業内容の整理が
必須であり、これらの整備により医療の質向上を図
る必要がある。琉球大学病院では以上の背景を踏ま
えて、以下の取り組みを行ってきた。

口腔悪性腫瘍診療における耳鼻咽喉科、形成外
科、歯科口腔外科の連携構築

口腔悪性腫瘍診療には、腫瘍の口腔領域外への進
展に加えて全身的な合併症や、抗癌剤の副作用への
対応等に体系的な医学知識が必要である。さらに、
それぞれの診療科の業務内容は重複しないほうが効
率的であることから、3 科合同のカンファレンスを
毎週開催し、役割分担を明確にし、チームで意思統
一し、協働しながら、各々の技術を十分に発揮でき
る体制を構築した。これにより、口腔腫瘍の治療は、
耳鼻咽喉・頭頸部外科が主に悪性疾患の手術、周術
期管理を行い、形成外科は腫瘍切除部位の再建を行
い、歯科口腔外科は良性疾患の手術、頭頸部癌患者
に対する口腔管理、歯牙顎欠損部分のインプラント
や顎補綴、放射線性齲蝕や真菌性舌炎の予防と治療
を行うというように業務内容を分担し、また必要に
応じて協働して診療を行う体制を構築した。

もっと詳しく▶　琉球大学　歯科口腔外科　http://www.ryukyu-oms.jp/index.jsp

口唇裂口蓋裂診療における耳鼻咽喉科、形成外科、
歯科口腔外科を中心とした多職種での取り組み

口唇裂口蓋裂児が心身ともに健全な状態で社会生
活を営むためには、出生直後から成人に達するまで
に審美障害のみならず哺乳障害、発音・構音障害、
不正咬合、さらに心理的問題など多岐にわたる問題
点の治療が必要となる。これらの問題点に対する治
療を円滑に行い、所期の目的を達するには、多岐に
わたる問題点の原因や対策を考え、円滑なチーム
ワークに基づく一貫治療が不可欠である。琉球大学
病院口唇裂口蓋裂センターを、形成外科、耳鼻咽喉
科、小児科、産婦人科の医師ならびに歯科医師（歯
科口腔外科医や矯正歯科医、言語聴覚士）、病棟看
護師で新たに構成し、口唇裂口蓋裂の患者さんが抱
えるさまざまな問題について、哺乳、手術、ことば、
咬み合わせの治療など各科・多職種が協力して一貫
治療を行う体制を構築した。

嚥下障害診療における多職種での取り組み
嚥下障害は口腔準備期、口腔期、咽頭期、食道期

がシームレスに移行する一連の運動により成り立っ
ている。よって、嚥下障害に対しては、耳鼻咽喉科、
リハビリテーション科および歯科口腔外科が連携し
ながら対応することが必要であるが、これまで連携
は必ずしも十分に取れていなかった。嚥下障害に対
して原因診断、病態評価を行ったのち、経口摂取の
可否の判断や安全な食形態の選択、代替栄養法の適
応判断、嚥下訓練や外科的治療の手技選択など、一
連の対応を適切かつ円滑に行うため、琉球大学病院
ではリハビリテーション科、耳鼻咽喉科医師、歯科
医師、看護師、言語聴覚士、管理栄養士、理学療法
士、歯科衛生士でチームを形成し、毎週、カンファ
レンスとラウンドを行うことにより、嚥下診療連携
体制構築と役割分担に関して意識統一を図った。こ
れにより、琉球大学病院での嚥下障害診療の提供が
推進され、嚥下障害患者の健康寿命の延伸、経口摂
取の回復が期待される。 歯 

科

― 69 ―


	H1-2
	01-07
	08-21
	22-34
	35-52
	53-57
	58-65
	66-69

